


Executive Summary　
　JST-CRDSの井上グループ・先端計測チームは平成16年度より活動を開始し、計測・

分析の技術に関する基本俯瞰図の作成に続いて、 2回の戦略ワークショップ（WS）「も

のづくりおよび社会ニーズに関連する先端計測技術の方向性と開発戦略（2006年6月）」

および「ものづくりにおけるハイスループット先端計測（2006年12月）」を開催し、戦

略プログラム「ものづくりイノベーションのためのハイスループット先端計測（2007

年 5月）」を提案してきた。これらのWSでは、進行中の文部科学省科学技術・学術審議

会 技術・研究基盤部会知的基盤整備委員会先端計測分析技術・機器開発小委員会をベー

スとするJST先端計測分析技術・機器開発事業を、側面から支援する近未来の戦略提案

を目的とした。

　本ワークショップは、「科学技術シーズを産業につなぐための先端計測」と題し、計

測分析に関する基礎研究の蓄積や科学的発見を、産業における計測ニーズの充足や革新

につなげる基本因子を俯瞰することを目的に企画した。産業と計測の基本的関係を整理

し、重点テーマの俯瞰・抽出を試みた。

　世界の先端計測研究開発をリードするアメリカのNISTでも、計測は基礎科学のみなら

ず産業の基盤であるとの視点に立って、産業を11分類して計測技術との関連について

大規模調査を実施している。井上グループ・先端計測チームでは、本WSに先立って、

NIST分類および経産省の産業連関表に基づく産業を、計測技術の基本俯瞰図に位置づけ

てみた。しかしこの方法は、既存の産業における計測課題抽出には役に立っても、イノ

ベーション創出のカギとしての計測技術の俯瞰には不十分であると判断した。このため、

外部有識者に基本俯瞰図を送付し、産業と計測をつなぐ新たな俯瞰への背景を説明し意

見を求めた。さらに、CRDS内でのフェロー検討会および井上グループ内の諸会議にお

いても充分に検討を行った。その意見や検討結果を集約し、以下の基本方針１）－４）

の下に、「産業進化（イノベーション）のために必要な計測・分析を探る」WSの企画を

具体化した。

１）産業基盤と競争力強化、シーズとニーズをつなげ進化の障壁を低減するための計測

２）計測（Real Part）と情報（Imaginary Part）の組合せによるトータル技術の俯瞰

３）イノベーションへの動機、スピードを考慮した産業、計測の新たな分類

　・産業軸（基幹、先端、新）vs 計測軸（汎用、先端、未来）による実・時空間俯瞰

　・ 計測軸に関わる情報因子（計算機、検索、情報処理・操作、ネットワーク）と産業

軸に関わる社会・経済・国際因子（安全規制、規格、標準）の先進情報技術による

有機的結合と国際戦略

４） 科学シーズと産業ニーズ をつなぐNonlinear、Disruptiveな大きな流れを俯瞰し、

計測分析科学技術に求められる主要因子を掘り出してスムーズな連結の道を探る

　上記の検討を経て、「科学技術シーズを産業につなぐための先端計測」と題するWSを



2008年 1月12日に実施した。実際のプログラムの立案からWS進行に当たっては、産業

界との接点に位置し、分析計測分野の著名な研究者でもある東レリサーチセンターの石

田英之氏をコーディネーターに迎えた。WSは、基調講演、下記の 4部について関連す

るテーマ発表と討論および総合討論で構成された。以下に、発表と討論を通して得られ

た要点、結論を記す。

○　基調講演

　「ものづくりは人づくりから」「道具は世界を変える」「イノベーションには計測障害の

突破が必要」「つくってノーベル賞、使って世界一」「死の谷を越える」と言ったキャッチ

フレーズが端的に表すように、先端計測分析技術は産業にイノベーションを実現するた

めのキーテクノロジーである。本WSを通じて、さらに如何なる事をなすべきか、如何

なる事ができるのか、を探って行く必要がある。

○　セッション 1　基幹産業のニーズに寄与する汎用計測の革新的技術

　建築・構造物／機械／電機／国家・安全保障／食料／化学などに代表される、国の経

済の基盤を形成している産業では、製品の安定性・信頼性は高く、その確保と改善に既

存の汎用計測が広く使われている。原料から製品に至る多元・複合的な計測へのニーズ

と課題を、透過電子顕微鏡、高速液体クロマトグラフィー、X線回折、核磁気共鳴、走

査プローブ顕微鏡、質量分析について概観した。計測技術の進化をウオッチし活用する

こと、透過電子顕微鏡や走査プローブ顕微鏡などの微少領域を対象とした計測とマクロ

な構造観察や物性測定との橋渡し技術、高速液体クロマトグラフィー、エックス線回折、

核磁気共鳴などにおける高速化、高分解能化と言った機器性能の向上に加えて、操作性

やデータの扱いやすさと言ったソフトウェアの改良が、重要な俯瞰技術課題として挙げ

られた。

○　セッション 2　先端産業のニーズに寄与する革新的計測・分析技術

　IT／エレクトロニクス（半導体）／エネルギー・環境／バイオ・ヘルスケアなどに代

表される、熾烈な国際競争にさらされている産業では、製品の改善／開発速度が速く、

製造技術の改善余地が大いにある。キーとなる部材やプロセス技術の進化に関するロー

ドマップが提示され、その早期達成による国際優位性の確保には既存の計測機器のみな

らず、絶えず計測の最先端技術にアンテナを張る一方、大学の研究者や機器メーカーの

技術者との共同開発による新たな計測技術の開発が重要な課題である。競争の厳しい先

端産業の強化・拡張の牽引力となる計測原理の実体化（プロトタイプ）の例を、新しい

原理によるTHzテクノロジー、表面プラズモン利用分光、イオンビーム計測、 3次元ア

トムプローブ、光熱分光、X線分光を例に探った。このような開発途上にある計測・分

析機器においては、初期にユーザーに如何にアピールし使用させる事が出来るかが、カ

ギであり、そのための支援が必要である。H20年度にスタートするJST先端計測分析技

術・機器開発事業プロトタイプ改良開発プログラムは、その第 1歩と評価できるが、メー



カーとユーザーのより広汎なクロストークによる効果的なシステム構築が望まれる。

○　セッション 3　新産業の創出に寄与する未来計測・分析技術

　ナノテク／新エネルギー・環境／ライフスタイル産業などに代表される、経済以上に

地球環境、社会問題の解決をも想定した未来産業は、新しい科学シーズに基づく革新的

な計測技術から生まれる可能性が高い。このような視点に立って、先駆性や国際戦略性

の高い計測の課題を、ジョセフソンプラズマによるTHz波発振の理論と実験、超伝導人

工原子・マイクロ波単-光子系の量子もつれ計測、ホトニッククリスタル（PC）の応用

利用を例に探った。上記のような、未だ原理や機構の解明と言った段階にある技術を実

現していくためには、基礎科学のシーズを積極的に探索し、育成を支援する国際的スキー

ムが有効であろう。

○　セッション 4　計測基盤技術の開発

　データ処理・解析・認識までを含む計測知識の構造化・価値化を促進するための課題

を、μケミストリーと一分子計測、ものづくりとリンクした複合計測を例に探り、さらに、

アメリカの計測情報技術の最前線、近接場光学顕微鏡、再生医療産業における計測ニー

ズについて、話題提供頂いた。我が国は、データ処理・解析・認識と言ったユーザーにとっ

ての機器の使い易さを決める技術において、立ち後れていると言われており、この方面

の強化は重要である。また、コンピュータやIT技術を駆使した高速度（ハイスループット）

計測は、ハイスループット合成とともに産業競争力を高める重要な手段である。計測機

器や計測法の国際標準化推進と並んで、今後我が国が一層真摯に取り組むべき分野であ

ろう。同時に、再生医療といった、その基盤技術において我が国発の革新的技術が生ま

れた分野を如何に育てていくかという点に視点を置いた分析・計測法の検討も、重要で

ある。

○　総合ディスカッション

　日本の企業における計測機器関連の企業規模や関連研究費の現状分析などの紹介のあ

と、計測シーズと産業間のギャップについて、計測機器産業マーケットの今後、シーズ

とニーズのマッチング、プロトタイプ実用化に向けた推進方策などについて、総合ディ

スカッションが行われた。

　今後、我が国が、新しい真にイノベーティブな産業を興し、引き続いて世界の中での

大きな存在感を保持してゆく為には、それを基盤として支える計測分析機器および関連

技術のたゆまぬ進歩が必要である。その実現には、産官学が協力するとともに、それぞ

れが各々の分野において、本WSで提示された課題に真摯に取り組んでゆく事が望まれ

る。
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1　ワークショップ概要

1.1　趣旨
　独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター（CRDS）は、科学技

術の研究分野を俯瞰的に展望し、今後重要となる研究領域、課題を系統的に抽出し、

社会ニーズの充足と社会ビジョンの実現に向けた研究開発のファンディング戦略を立

案・提言している。その活動の一環として、重要研究テーマについて専門家によるワー

クショップを開催している。

　1981年にビニッヒとローラーによって発明された走査トンネル顕微鏡およびその応

用である種々の計測手法が、半導体微細加工を中心とするナノテクノロジーをベース

とする産業に飛躍的な進歩をもたらした。これが端的に示すように、産業イノベーショ

ンは、革新的計測技術の登場によってもたらされることが多い。また、先日発表され

た米国標準局（NIST）のレポートにおいては「計測技術の革新なくして産業イノベーショ

ンは生まれ得ない」と述べられている。JST/CRDSでは、このように、産業技術の重要

な要素であると同時に、科学技術の基盤でもある計測・分析技術全般について、国が

育成強化すべき研究開発課題とその推進方法を提案するために、各産業からの計測・

分析機器へのニーズや計測・分析技術のシーズを俯瞰してきた。

　最近幾分持ち直したという見方もあるものの、世界の中で日本の産業競争力は、80

年代に見られた圧倒的な競争力を失ってしまっている。これに歩調を合わせるように、

日本の計測機器の競争力も一時の隆盛を失って久しいと言われている。昨年度、CRDS

では、この現状を打破し、日本の産業力を強化し、イノベーションを誘発するには、

重要な計測機器の高速化、高効率化の達成、つまり計測技術の『ハイスループット化』

が必要不可欠であることを訴えた。幸い、この考え方は、政府各機関などにも浸透し

てきた。

　そこで本ワークショップでは、5年～10年先を見据えて「科学技術シーズを産業に

つなぐための先端計測」を実現し、真に産業イノベーションを誘発する事を目指した

研究開発戦略を推進するため、そのベースとなる俯瞰マップを拡充することを目的と

して、（1)基盤産業の強化・差別化をもたらす計測技術改革の課題、（2)競争の厳しい先

端産業の強化・拡張の牽引力となる計測原理の実体化（プロトタイプ）に関する課題、

（3)先駆性・国際戦略性の高い計測－全く新しい産業分野を生む可能性を有する領域へ

の先行投資（萌芽的課題）、の 3つの課題と 3者に共通する情報基盤としての、（4)計

測データの処理・活用システム（インフォマティックス）の構築について検討する。

1.2　目的
　本ワークショップの目的は、5年～10年先を見据えて「科学技術シーズを産業につ

なぐための先端計測」を実現し、真に産業イノベーションを誘発する事を目指した研
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究開発戦略推進のために、以下のことを明らかにする。

　1． 俯瞰マップ反映のため、以下の 3課題と 3者に共通する基盤技術（データベース

など）について検討し、俯瞰マトリクス（図 3）を埋める

　　  （1）基盤産業の強化・差別化をもたらす計測技術改革の課題、

　　  （2） 競争の厳しい先端産業の強化・拡張の牽引力となる計測原理の実体化（プロ

トタイプ）に関する課題、

　　  （3） 先駆性・国際戦略性の高い計測－全く新しい産業分野を生む可能性を有する

領域への先行投資（萌芽的課題）

　2． 上記俯瞰マトリクスでの検討を、JST/CRDSで検討中の計測・分析技術俯瞰マッ

プ（図 1）へ反映し、拡充する

1.3　俯瞰マップについて
　JST/CRDSでは、先端計測・分析技術分野を、図 1のように測定原理・手法（縦軸）

×測定対象（横軸）と捉え、現在、図 2のように、測定対象と産業（基幹／先端／未

来産業）とリンクさせるため、検討している。本ワークショップにより、図 1および

図 2のマップが改良・拡充されると共に、今後取り組むべき研究開発の方向性を見い

だすことを期待する。

図１　先端計測技術俯瞰マップ（測定原理・手法（縦軸）×測定対象（横軸））
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図 2　　俯瞰マップ：産業との主要な対応

1.4　ワークショップにおける産業･計測分野分類について
　本ワークショップでは、産業連関表およびNISTの分類を参考に、産業･計測分野を便

宜上、以下のように分類した。

●産業分野

【新産 業】　ナノテク／新エネルギー・環境／ライフスタイル産業などに代表される、

今後新しい科学シーズや計測技術から生まれる可能性がある萌芽的産業／経済

的成熟社会において伸びる可能性がある産業

【先端 産業】　IT／エレクトロニクス（半導体）／エネルギー・環境／バイオ・ヘルス

ケアなどに代表される、激しい国際競争にさらされ、製品の改善／開発速度が

速く、製造プロセスの改善余地が大いにある産業

【基幹 産業】　建築・構造物／機械（・電機）／国家・安全保障／食料／化学などに代

表される、国の持続的発展に肝要で、製品の改善、開発を安定的に進めるため、

プロセスの改善余地がある産業

●計測分野

【汎用計測技術】　産業製品（商用）レベル

【先端計測技術】　開発～展示・プロトタイプレベル

【未来科学技術】　科学シーズ（発明、発見、可能性予言）レベル
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1.5　開催概要
日時：平成20年 1月12日(土)　　10：15～18：00 

場所：JST・社会技術研究開発センター会議室

コーディネータ：　石田 英之　　(株)東レリサーチセンター 代表取締役 副社長

1.6　ワークショップ参加者
（敬称略，ｶﾃｺﾞﾘ別五十音順）

カテゴリ 　氏　名 所属･役職
基調講演 二瓶　好正 東京理科大学総合研究機構長
講演者 伊藤　正人 (株)日立ハイテクノロジーズナノテクノロジー製品事業本部　主任技師

河合　潤 京都大学大学院工学研究科　教授
河田　聡 大阪大学大学院工学研究科　教授
木村　健二 京都大学大学院工学研究科　教授
斎木　敏治 慶應義塾大学大学院理工学研究科　准教授
杉山　昌章 新日本製鐵(株) 技術開発本部先端技術研究所　 主幹研究員
仙場　浩一 日本電信電話株式会社物性科学基礎研究所　グループリーダー
竹内　一郎 JST/CRDS（計測･産業技術G)特任フェロー／メリーランド大学准教授
立木　昌 東京大学大学院新領域創成科学研究科　客員研究員
豊田　岐聡 大阪大学大学院理学研究科　准教授
馬場　俊彦 横浜国立大学工学研究院　教授
原田　仁平 (株)リガク　顧問
宝野　和博　 (独)物質・材料研究機構磁性材料センター　センター長
本河　光博 JSTプログラムオフィサー
森田　清三 大阪大学大学院工学研究科　教授
安岡　義純 福井大学遠赤外領域開発研究センター　客員教授
石井　哲也 JST/CRDS　アソシエートフェロー

コメンテータ他 奥居　徳昌 JSTプログラムオフィサー /東京工業大学　教授
黒田　孝二 大日本印刷株式会社生産総合研究所　主席研究員
長我部　信行　 (株)日立製作所　基礎研究所　所長
高木　誠 JSTプログラムオフィサー /福岡女子大学長
田中　耕一 (株)島津製作所質量分析研究所　所長
知京　豊裕 (独)物質・材料研究機構半導体材料センター　センター長
濵口　宏夫 東京大学大学院理学系研究科　教授
古沢　一雄 (株)島津製作所田中耕一記念質量分析研究所
森川　智 ヤマト科学株式会社代表取締役社長
森島　績 JSTさきがけ「生命現象と計測分析」研究総括

オーガナイザー
コーディネータ 石田　英之 (株)東レリサーチセンター　代表取締役副社長
座長（S１） 小島　建治 JST/CRDS（計測・産業技術G）特任フェロー／日本電子(株)副理事
座長（S２） 北森　武彦 JST/CRDS（計測・産業技術G）特任フェロー／東京大学　教授
座長（S３） 澤田　嗣郎 JSTプログラムオフィサー
座長（S４） 長谷川　哲也 JST/CRDS（計測・産業技術G）特任フェロー／東京大学　教授
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座長（S５） 志水　隆一 (財)国際高等研究所　上級研究員
座長（S５） 鯉沼　秀臣 JST/CRDS（計測・産業技術G）　シニアフェロー
JST 生駒　俊明 JST/CRDS　センター長

有本　建男 JST/社会技術研究開発センター長／ CRDS副センター長
井上　孝太郎 JST/CRDS（計測・産業技術G）　上席フェロー
安藤　健 JST/CRDS（計測・産業技術G）　シニアフェロー
大木 義路　　　 JST/CRDS（計測・産業技術G）　シニアフェロー
久保内　昌敏 JST/CRDS（計測・産業技術G）　フェロー
大川　令 JST/CRDS（計測・産業技術G）　フェロー
東 美貴子　　　 JST/CRDS（計測・産業技術G）　アソシエートフェロー
嶋林　ゆう子 JST/CRDS（計測・産業技術G）　アソシエートフェロー

石原　聡 JST/CRDS（ナノテク･材料G）　シニアフェロー
相馬　融 JST先端計測技術推進部 部長
古屋　美和 JST先端計測技術推進部　主査
速水　昇 JST先端計測技術推進部 主任調査員
真造　謹爾 JST先端計測技術推進部 主任調査員
我妻　雅子 JST基礎研究制度評価タスクフォース　メンバー

政府･政府
関係

都筑　秀典 文部科学省研究開発局研究環境・産業連携課新技術革新室　科学
技術・学術行政調査員

大江　朋久 経済産業省製造産業局非鉄金属課 ナノテクノロジー・材料戦略室  
技術係長

岩下　徹幸 NEDO ナノテクノロジー材料技術開発部
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1.7　プログラム

10:15-10:20　 挨拶（井上孝太郎，石田英之）
10:20-10:30　 趣旨説明（鯉沼秀臣）
10:30-10:40　 基調講演（二瓶好正）
10:40-12:20　 ｾｯｼｮﾝ1　基幹産業のニーズに寄与する汎用計測の革新的技術　　　　　
（座長：小島建治）

　(1)　10:40-10:55　電子顕微鏡（杉山昌章）
　(2)　10:55-11:10　高速液体クロマトグラフィー（伊藤正人）
　(3)　11:10-11:25　XRD（原田仁平）
　(4)　11:25-11:40　核磁気共鳴（本河光博）
　(5)　11:40-11:55　SPM（森田清三）
　(6)　11:55-12:10　質量分析装置（豊田岐聡）
　(7)　12:10-12:20　ディスカッション
12:20-13:10　　昼食
13:10-14:50　 ｾｯｼｮﾝ2　先端産業のニーズに寄与する革新的計測・分析技術　　　　
（座長：北森武彦）

　①  13:10-13:25　 新しい原理によるTHzテクノロジー（安岡義純）
　②  13:25-13:40　 表面プラズモン利用分光（河田聡）
　③  13:40-13:55　 イオンビーム計測（木村健二）
　④  13:55-14:10　 3次元アトムプローブ（宝野和博）
　⑤  14:10-14:25　 光熱分光（澤田嗣郎）
　⑥  14:25-14:40　 Ｘ線分光（河合潤）
　⑦  14:40-14:50　 ディスカッション
14:50-15:00　　コーヒーブレーク
15:00-15:55　　ｾｯｼｮﾝ3  新産業の創出に寄与する未来計測・分析技術　　　　　　　
（座長：澤田 嗣郎）　　
　①  15:00-15:15　 ジョセフソンプラズマによるTHz波発振の理論と実験（立木昌）
　②  15:15-15:30　 超伝導人工原子・マイクロ波単-光子系の量子もつれ計測（仙場浩一）
　③  15:30-15:45　 ホトニッククリスタル（PC）の応用利用（馬場俊彦）
　④  15:45-15:55　 ディスカッション
15:55 -16:50 　ｾｯｼｮﾝ4　計測基盤技術の開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（座長：長谷川哲也）　　　　　　　　　　　　　

　①  15:55-16:10　 μケミストリーと一分子計測（北森武彦）
　②  16:10-16:25　 ものづくりとリンクした複合計測（竹内一郎）
　③  16:25-16:35　 アメリカの計測情報技術の最前線（竹内一郎）
　④  16:35 -16:50 　話題提供（斉木敏治，石井哲也）・ディスカッション
16:50-17:05　　総合ディスカッション･イントロダクション（石田 英之）　　　  　　
17:05-18:00　　総合ディスカッション　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（座長：鯉沼秀臣、志水隆一）　　

18:00　　　　 終了
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2. セッション概要

2.1　進め方 JST/CRDS 鯉沼秀臣
各セッションは、以下の視点で進める。

【講演】専門領域の技術俯瞰と今後取り組むべき研究開発課題の提案

【ディスカッション】 各セッションのテーマについて、各講演で提案された研究開発課題以

外の汎用計測／革新計測／未来計測技術課題の洗い出しおよび俯瞰マ

トリクスシート（図 3）への記入

●セッション1．基幹産業のニーズに寄与する汎用計測改革技術 

　【テーマ】既存産業の強化・差別化をもたらす計測技術の課題とは　

●セッション2．先端産業のニーズに寄与する革新的計測・分析技術 

　【テーマ】 競争の厳しい先端産業の強化・拡張の牽引力となる計測原理の実体化（プ

ロトタイプ）に関する課題とは

●セッション3．新産業の創出に寄与する未来計測・分析技術 

　【テーマ】 先駆性・国際戦略性の高い計測－全く新しい産業分野を生む可能性を有

する領域への先行投資／萌芽的課題とは

●セッション4．計測基盤技術の開発（データ処理・解析・認識までを含む） 

　【テーマ】計測知識の構造化・価値化を促進するための課題とは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図 3　俯瞰マトリクスシート

●総合ディスカッション　「 科学シーズを産業につなぐための先端計測－日本の産業

力強化に資する先端計測技術の諸課題」とは

・ コーディネータによる“日本の産業力強化に資する先端計測技術の諸課題とは”に

係る、参加者全員のマインドセットを促す問題提起

・ 図 3の俯瞰マトリクスシートを眺めつつ、今後、取り組むべき研究開発課題の方向

性を議論

先端計測欄下のワインカラー部は、現行の先端機器開発事業が
主としてカバーしている領域。
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2.2　基調講演
イノベーション創出のための先端分析機器開発

東京理科大学　二瓶好正

　はじめに、我が国におけるものづくりの文化、技術の伝承と人材育成の伝統を象徴

する話題をご紹介します。トヨタ自動車株式会社の豊田章一郎さん（現名誉会長）が、

外国の要人を伊勢神宮に案内されたところ大変感激して帰られたという話が、最近の

学士会会報に掲載されています。私も伊勢神宮に参拝した折、式年遷宮の現場を見せ

ていただいて感激いたしました。1300年以上にわたって、20年に 1回ずつ神殿の造営

をする。なぜ20年に 1回なのか、なぜまだ100年、200年もつものをわざわざ建て直す

のか。まさにこれは技術の継承のための行事であると思います。信長の戦国時代だけ

2、 3回欠けておりますが、それ以外はきちんと行われています。これは大変なこと

だと思いますが、我が国のものづくり文化の、一つのシンボルだと思います。要するに、

実際に物をつくる行為を共有しないと技術が伝承できません。しかも伝承する主体は

人ですから、いかに人をつくるか、すなわちものづくりによる人づくりが行われてい

るわけです。大学においても、「とにかく君がこれをつくってみろ」と学生にはっぱを

かけます。学生はゼロから始め、やっているうちにだんだん夢中になって色々なこと

を学んでいきます。これこそ発見的プロセスといいますか、それそのものが人づくり

の一番大事なプロセスです。すなわち人づくりはものづくりからということになりま

す。つまり、伊勢神宮の式年遷宮は我が国のものづくり文化の象徴であると共に、人

づくり文化の象徴でもあるのです。

図 4



科学技術シーズを産業につなぐための先端計測8

独立行政法人科学技術振興機構 研究開発戦略センターCRDS-FY2007-WR-18

│ 科学技術シーズを産業につなぐための先端計測 9

独立行政法人科学技術振興機構 研究開発戦略センターCRDS-FY2007-WR-18

A
ppendix

│

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
概
要

セ
ッ
シ
ョ
ン
報
告

　さて、計測分析機器に関する話題ですが、JSTの先端計測事業は、開始から今年で５

年目の正念場です。道具が世界を変える。これは量子的飛躍、クァンタム・リープの

意味ですが、物をはかるということが如何に世界を変えてきたか。マザーツールに倣っ

てマザーインスツルメントと呼びますが、「物をはかる、分析する装置」が極めて大き

な波及効果をもたらすものであると主張することにより、事業を開始して頂いたとい

う経緯があります。また、言わずもがなですが、計測分析機器が産業に如何に貢献す

るか、極めて多様です。これは結局、ネズミ算的に効果が拡大するという意味で、非

線形な波及効果をもたらす典型例ではないかということを主張したいと思います。

　本日、主にご紹介したいポイントの一つは、アメリカの「米国競争力イニシアチブ」

です。これは、科学と産業を結ぶ計量技術はイノベーションの要であるという認識の

もとに、DOE、NSFと並んでNISTを重点機関として、大幅なてこ入れを図るということ

を決定したもので、本質をとらえていると思います。その背景には、結局、米国のイ

ノベーション戦略の一翼に、計測分析技術・機器開発を主軸として強力に展開すると

いう考え方があるということを強調したいと思います。

　また、昨年、NISTを中心としたアメリカの国家計量システムの全体像に関するアセ

スメントレポート（11の産業･技術分野の計測技術に対するニーズ調査）が出ています。

詳細は省略しますが、計測障害（メジャーメントバリア）という言葉を使い、産業・

技術分野別に、計測技術の遅れが障害になって技術進歩が妨げられているという認識

のもとに、それをどうやれば突破できるか、それを突破すれば、確実により大きなイ

ノベーションを誘起できるだろうという考え方です。

　レポートでは、イノベーションを加速するための戦略として 7つの提言がまとめら

れています。①計測ニーズの社会的認知度を向上すること。要するにもっとアクセル

を踏む、力を入れないといけない。②計測課題を解決する能力を有するグループ・研

究者を束ねて連携をする。③計測技術のブレークスルーを促進する新しい「協創」。ク

リエーティブに協力をするという意味です。④計測ニーズに優先順位をつける。⑤産

業界の具体的計測課題の解決を支援する。⑥産学共通の計測ニーズを分析し、「相乗効

果」を活用する。「相乗効果」というキーワードが重要です。一つの分野で役に立つ

ことは、他の分野でも役に立ちます。一つの技術がリニアに効果を上げるのではなく、

まさにノンリニアに効果を発揮するという可能性を秘めているということです。⑦計

測技術の商業化の促進。もちろん、こうしなければ本当のイノベーションにつながら

ないわけです。レポートはこのような形でまとめられていますが、私どもが考えても

ほぼ同じ結論になるだろうと思います。それから、アメリカの目指すべき方向として、

計測インフラを構築し、産学官の協力を図り、国際協調を進める。これも当然ですが、

アメリカ流のやり方で、世界を巻き込んで進めるということです。

　これらをまとめると、①アメリカは計測分析技術を国際競争力強化戦略の中核に据

えた。②計測分析技術はイノベーション実現のためのキーテクノロジーになる。③非
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常に具体的な目標、戦略を立てつつある。④NISTの予算を10年間で倍増しようという

計画を決めた。こういった内容になります。

　さて、我が国の先端計測分析技術・機器開発事業の現状を紹介します。

図 5

　JSTの先端計測事業は、平成20年度に55億円の予算規模となります。総合科学技術会

議のヒアリングで、加速すべき事業ということで150件程の課題の中から10件程度に

絞られた中の一つに選ばれました。この事業は、オンリーワン、ナンバーワンを目指

してスタートしましたが、昨年からものづくりイノベーションの項目を追加しました。

来年度は更に、プロトタイプ機の「実証・実用化」をプログラムとして組み込み、さ

らに充実した成果を目指すことを考えています。大事なことは、この新しいプログラ

ムは、他省庁の事業も含め、創造的研究により生み出された装置化研究の芽を更に発

展させようとするものであり、従来にない新しい事業です。　

　お正月の新聞記事などにも色々ありましたが、日本の経済はだんだん地盤沈下して

いる。30年も経つと、日本のGNPは世界のパーセント以下になるというショッキング

な数字もあります。うかうかしていると本当に現実となってしまうと思いますが、そ

れに対してどのように対処するかが、正に今日の議論のポイントです。要するに、計

測･分析研究でも、波及効果の高い分野を重視した政策をとる必要があるだろうという

ことが申し上げたいことです。それから計測障害という言葉をやはり使わざるを得な

い。人材育成プログラムも必要です。ものづくり力の強化、これももっと戦略を練ら

なければいけないと思います。

　最後にまとめますと、ものづくりは人づくりから。道具は世界を変える。イノベーショ
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ンには計測障害の突破が必要である。さらに先端計測のキャッチフレーズの一つであ

りますが、創ってノーベル賞、使って世界一。死の谷を越える。このような大きな波

及効果をもたらす基盤分野にもっと重点投資をしなければいけない、というような主

張をしたいと考えております。

2.3　ｾｯｼｮﾝ1　基幹産業のニーズに寄与する汎用計測の革新的技術
S1-1　透過電子顕微鏡（TEM）

新日本製鐵　杉山昌章

　基幹産業掛ける汎用技術、とくに透過電子顕微鏡（TEM）との掛け合わせで、鉄鋼で

何ができるかという紹介をさせて頂く。鉄鋼材料開発は強度軸で考えれば一番簡単で、

強度を上げていくことで軽量化に対応するが，同時に材料組織制御はますます複雑に

なっていく。

　鉄鋼材料開発においては、組織を見るということは非常に大切である。見るとはど

ういうことかと言うと、例えば、明石大橋の 1本に見える太いケーブルは、ストラン

ドと呼ばれるたくさんのケーブルワイヤの集合体である。そのワイヤ一本の中を透過

電子顕微鏡で見ると、高強度のピアノ線と同じパーライト組織、すなわち、セメンタ

イトとフェライトが交互に層状に並んだ組織になっている。炭素繊維と同じように、

層状組織であるから、長さ方向には強い。さらに、その界面を電子顕微鏡で元素分析

するとすぐわかるが、界面にシリコンが濃化されている。というのは、海の上で使わ

れるのでメッキするが、このために最終工程段階で約450℃に温度を上げる。その際、

セメンタイトの部分が球状化を起こし、ピアノ線の構造が壊れてしまう。この時、炭

素より拡散の遅いシリコンが濃化していると、そのセメンタイトの球状化が抑制され

る。このあたりは、材料知識と経験から組織を造り込んだことになる。今後の橋梁用

に開発されるケーブルワイヤはさらに高強度化が要望されるが、そのためには、次は

このシリコンと炭素の結合がどうなっているかというところに踏み込み次のアイデア

を生み出さないといけない。このような形で、橋梁用ケーブルワイヤのような大型構

造部材においても4000メートルにわたってずっと原子レベルの材料組織制御が行われ

ているという点は、見事である。

　透過電子顕微鏡が鉄鋼業においてどういう価値があるかについてさらに考えてみた

い。鉄も、ほかの金属材料も、成分設計が行われる。鉄鋼には、カーボン、マンガン、

シリコン、さらにはチタンとかニッケルといった微量元素を添加していく。それらを

造り込みの段階で組織制御する。その結果として鋼中に生じる析出物や粒界などへの

偏析をコントロールして、最終的に強い鉄、靱性の高い鉄を作り込んでいく。電子顕

微鏡の役割というのは、先ほどの例のように、見ることによって事実がわかってくる。

鉄の場合には原子レベルの知見が出てくると、合金元素の役割というものがわかって

くる。これが新しいプロセス改善につながり、特許につながると考えてよいだろう。
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　もう一つは、見るだけではなく、実際の現象、つまり、どうして析出するのか、な

ぜ偏析するのかを解明する。物性的な研究をしていくと、その原理がわかってくる。

そうすると、例えばこれほどニッケルを使わなくていいのではないかということに発

展する。というのは、鉄は大体 1トン当たり数万円であるが、その中のニッケルを0.1％

だけ増やしただけでもトン当たり数千円も高くなってしまう。微量元素をどう減らす

かは非常に重要であるが、ただ、それを経験と統計だけでやるのでは無理で、やはり

現象を解明し、「それならばこの元素はやめた方がいいのではないか？」というふうに

新商品を作ることが必要である。この見ることと原理原則の追求の二つの軸が電子顕

微鏡の役割だと考えている。

　では現在の電子顕微鏡能力の限界からみるとどうであろうか。一例として、自動車

用鋼板表面を塗装したときに、鉄の中の炭素が動き、転位のところに炭素が固着する

ことによって硬くなる塗装焼付け鋼板を挙げる。現在の電子顕微鏡だと、転位芯の所

に集まるカーボン等の元素はなかなか見えない。それはアトムプローブを使うと見え

るが、電子顕微鏡はここまで来ていない。ただし、昨今の収差補正電子顕微鏡の技術

がそこに近づいてきている。転位組織の中で、そこに固着される種々の元素分布が見

えてきたら、転位は強化機構の源であるだけにまた新しいアイデアが生まれるであろ

う。この視点以外にも、車に使われる鉄はますます高強度化して、新しいハイテン化

の時代に入ってきている。ところが高強度化すると加工しにくくなる。そこで、どう

すれば加工しやすくなるかが技術課題になり、転位の動きに対する基礎的研究が注目

される。

　材料組織を見ながらの微視的な変化の定量解析は、電子顕微鏡の独断場である。車

だけでなく厚鋼板においても同様であり、橋梁とか鉄筋，水道とか建築構造物とかさ

まざまな社会資本をどんどんこれから更新しなければいけない。それらの鋼材開発に

は、耐久性、疲労や腐食、安全性、メンテナンスのために、これまで合金添加元素を

多く入れて強度を上げてきた。ところが、先ほど話したように、例えばニッケルを0.1％

増やすだけでも非常に高価になる。合金元素を増やさずに強度を上げるためには、転

位や粒界などの格子欠陥についての基礎学術までさかのぼらないと、新しい設計はで

きないと考えられている。そのときに電子顕微鏡の果たす役割というのはかなり大き

い。
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　　　　　　　　図 6　ハイテン鋼材の微細組織を示す透過電子顕微鏡写真

　複雑な組織で定量化したい転位や析出物が分散している実際の電子顕微鏡写真を図

6に示す。このような複雑な組織に対峙した時に，現状の透過電子顕微鏡技術ではな

かなか実用鋼開発レベルで十分とはいえない。いかに組織と現象を定量的にモデル化

していくかということが鍵になっており、その点で現在の電子顕微鏡は不十分であり、

環境計測やその場観察などの機能の複合化も期待されている。また収差補正技術がで

きて電子線がより絞れるようになり、原子レベルの計測ができたとしても、分析に利

用される特性エックス線は弱く、結果として微量元素に対する分析感度は低くなって

しまう。もちろん元素によってさまざまではあるが、この現状の元素分析感度が一桁

上がるだけでも鉄鋼の材料設計が大きく変わる可能性がある。そういった分析感度と

いう軸でも電子顕微鏡を考えてほしい。さらには、最先端の透過電子顕微鏡を企業で

持ち活用するためには、振動や塩害といった設置環境に対する耐性向上も重要である。

また、鉄は磁性材料であるので、電子顕微鏡の中の強い磁場で試料が曲がってしまい、

トモグラフィ法などの 3次元像可視化技術の適用にはそのままでは課題が残る。つま

り、材料ごとにどういう顕微鏡が必要か、どういう試料周りの技術が必要なのかといっ

た、産業のニーズと作る側のニーズを把握して初めて新しい電子顕微鏡ができてくる

のではないかと思っている。

　まとめると、電子顕微鏡プラスアルファ、環境TEMでも、引っ張り試験TEMでも良い

が、いろいろな意味でプラスアルファのついた新しい電子顕微鏡、さらに定量的な計

測装置としての電子顕微鏡が必要と思われる。
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S1-2　高速液体クロマトグラフィー（HPLC）

日立ハイテクノロジーズ　伊藤正人

　液体クロマトグラフィーは成熟した計測技術であり、カラムを用い液体中の成分を

定量する技術として、ライフサイエンスから食品材料、環境分析といったところで広

く用いられている。1970年に、充填剤が強化され、いわゆるHPLC、高速液体クロマト

グラフィーという方法ができ上がり、分析時間でおよそ数十分程度の分析ができるよ

うになって広く普及された。2004年には、米国のウオーター社のUPLC、ウルトラ・パ

フォーマンス・リキッド・クロマトグラフィーにより、 1分間を切るくらいの時間で

分析ができるということで、また革新的な状況に入っている。

図 7

　図 7に最近の研究開発テーマを示すが、高速化・高分離化のために高圧化、高温化

も手法として行われているし、モノリスカラムという粒子を使わない一体型も、マイ

クロ化も、電気泳動力を用いた液体クロマトグラフィーも、剪断力を使ったクロマト

グラフィーも研究されている。また、分析化学用の、特異性とか選択性といったサン

プルの溶出に基づいた特性で分離するクロマトグラフィーも数多く研究されている。

　まず、高速化、あるいは高分離化を歴史的に振り返ってみると、15年くらいで 1け

たずつ速くなってきている。粒子の直径を一つのパラメーターとすると、40マイクロ

メートルから、20、10、 5マイクロメートルとなり、今は 2マイクロメートルが主流

と微細化されている。また、検出器のフローセルも、10マイクロメートルから 1マイ

クロメートルとなり、最近はそれを切るくらいの体積になっており、これが高速化の

一つの大きなキーになる技術と考えられる。
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　さらに、現在は圧力を上げたり、温度を上げたりということで高速化されているが、

この方法で行き詰まってくる可能性もあるので、本日はその辺の革新的な手法につい

て探ってみた。高圧化による高速化の代表例としては、圧力は500気圧とした例がある。

最近は粒子ではなく、もう少し液体の流れのよいモノリスカラムというものが研究さ

れており、これでさらに 3倍くらいの高速化が図れるだろうと予測されている。また、

先程述べたように、流量が 1マイクロリッター、あるいはそれ以下のサブマイクロリッ

ターの領域に入っているが、従来技術ではなかなかその体積が実現できない。そこで、

シリコンウエハーをエッチングしたマイクロチップを用いて、粒子を用いずに分離す

る研究が行われている。さらに、図 8に示すように、直径200ナノメートルのシリカの

コロイドで出来た多数のビーズをシリコンウエハーの溝の中に埋め込んで分析すると

いうことも研究されており、現状のHCLCよりも 1桁くらい短い時間でクロマトグラム

が得られている。

　今まで話したのは主に圧力を駆動原理としているが、圧力を用いるとポンプが制限

になるので、電気浸透流を用いた方法も古くから研究されている。ただし、中の液体

電解質が変動するとピーク出現時間が変動するので、商用化まで往っていないという

技術だが、高速・高分離化には有用な方法になってくると考えられる。

図 8

　もう一つの駆動方式として考えられている剪断力駆動は、シリコンウエハー上の溝

の液体をこすると、剪断力で引っ張り込まれて液体が移動するという原理である。こ

の剪断力による液体の移動に伴って、液体の上に固定されたサンプルも分離展開され

る。この方式により、 1けた、 2けた高速化できる可能性があると示唆されている。
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物理的に保持時間を速くするのではなく、化学的にも速くすることができる逆相クロ

マトグラフィーも研究していく必要がある。

　まとめとして、HPLCの高速・高分離化を目指して、現在広く用いられている圧力駆

動から、電気的な駆動や剪断力駆動の可能性も出てきており、マイクロチップ化も確

実な技術動向となっていくものと考えられる。

S1-3　エックス線回折（XRD）

（株）リガク　　原田仁平

　XRD、すなわちエックス線回折はエックス線を結晶に当てて得られる回折像から試

料結晶の質を評価したり、結晶の原子構造を調べる分析法である。図 9にもとづき要

素技術を挙げると、大まかに分けて 4つある。まずエックス線源＋光学系がある。次に、

試料結晶の方位を決めるための測角技術（ゴニオメトリー）が必要である。そしてエッ

クス線を検出する検出器（フイルムや 2次元の検出器など）の要素技術がある。最後

にデータを自動的に収集し、素早く解析するソフトウエアの技術が優れていなければ

ならない。加えて、最近では結晶の良否を素早くスクリーニングするハイスループッ

ト化技術として、ロボットを導入する技術も盛んになっている。

図 9

　タンパクの構造解析用に（株）リガクが開発したエックス線回折装置の一例を図 5

に示す。普通のX線管球に比べて大体 6倍以上の強度を持つ回転体陰極型のＸ線発生装

置が用いられ、ポストゲノム、タンパク5000（米）とか3000（日本）とかのプロジェ

クトに何とか対応出来た。しかし、ナノテクノロジーで用いられる試料の評価を含め
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次の課題としては、新しい原理に基づいた、その場観察が可能な（好感度な）広い面

積の 2次元検出器が必要となる。これが出来ると、ラジオグラフィー、例えば胸とか

胃のエックス線写真をフイルムに代わり用いることもでき、撮影時間を減らせるだろ

う。もう一つ、干渉度の高いエックス線が求められている。国家的なプロジェクトと

して、FEL計画があるが、実験室レベルで、干渉度の高いエックス線源もやはり必要と

なるであろう。さらにグローバル化に対応する分析機器開発は国内に留まらず国外で

開発された要素技術にも目を向ける必要がある。

S1-4　核磁気共鳴（NMR）

　JSTプログラムオフィサー　本河光博

　核磁気共鳴NMRが対象としているのは、図10に示すように、原子核に付随する核磁

気モーメントである。実際に用いられているのは、主として、水素の原子核（プロトン）

とたんぱく質の構造解析などに使われている窒素と炭素の 3種類の原子核である。そ

の共鳴振動する電磁波の周波数は磁場に比例し、プロトンの場合は 1テスラの磁場で

42.6メガヘルツとなっている。共鳴周波数が高いほど分解能が上がるのだが、周波数

が高いということは高い磁場が必要となる。現在では、ブルカーとかオクスフォード

が共鳴周波数950メガヘルツで、磁場は22.3テラヘルツくらいの装置を出している。

図10

　日本では日本電子とJASTECの装置が930メガヘルツである。日本国内のシェアでは、

ブルカーが40％、バリアンが10％、日本電子は50%で一応健闘しているが、世界のシェ

アになると日本電子は10％しかないというのが現状のようである。世界の潮流として

は、各社が 1ギガヘルツをねらっている。 1ギガヘルツだと23.6テスラなので、24テ
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スラをねらっていることになる。ところが、20テスラを超えると、超電導磁石に非常

に大きな問題が生じる。従来の超伝導ワイヤを使ったマグネットでは、約22テスラが

限度である。

　マグネット線材としては、日本の線材は定評がある。また、マグネットの技術的な

ことは、ラムダチップを使って、液体へリウムを超流動に持っていって初めて実現す

る2.2 Kではなく、4.2 Kで運転できる装置を開発している日本の技術はすぐれている。

ところが、なかなか売れない。戦略に負けている。JSTの先端計測分析技術・機器開発

事業では、世界の潮流である 1ギガヘルツへの挑戦と超高感度への挑戦という二つの

テーマを既に行っている。若干説明すると、前述のように 1ギガヘルツにするために

は24テスラの超電導磁石の開発が直接の目的になる。現在の22テスラの超電導磁石に、

ブースターコイルとしての高温超伝導線コイルを入れて 2テスラのかさ上げを行うと

いう方法である。　実際には、これは相当に技術の高い問題である。

　一般に高温超伝導線は、臨界磁場は高いが、臨界電流が非常に小さい。我国で最近

開発されたビスマス系の高温超伝導線は、従来の高温超伝導体の約 2倍の臨界電流を

持つことができるので、手始めに今NIMSで作っている装置に使おうとしている。問題

点として、この高温超伝導線は永久電流モードにできないので、外部電源を使う計画

が進められている。しかし、十分に高安定度の外部電源が必要ということは、使い勝

手が悪く、商品として売れるようになるかどうかはわからないが、JSTで支援している。

　もう一つの超高感度への挑戦は、阪大蛋白研究所の藤原教授、日本電子、福井大学

の出原特任教授がやっている。ダイナミック・ニュークリア・ポーラリゼーションと

いい、たんぱく質などの試料にフリーラジカルを入れ、その電子スピン共鳴と二重共

鳴させて核スピンの分極率を大きくするという方法である。分極率が1000倍になれば、

感度は1000倍になる。この計画では、NMRとESRを同じ磁場で検出しようとする。現

在のNMR装置が14.1テスラで600メガヘルツなので、同じ14.1テスラの磁場でESRをや

ろうとすると、394ギガヘルツの周波数が必要となる。また、二重共鳴をさせるために

は相当のパワーが必要で、そのためのミリ波の発信器として、福井大学で開発してい

るジャイロトロンを使おうとしている。これが成功すると感度が1000倍になる予定で、

世界中が関心を示している。

S1-5　走査プローブ顕微鏡（STM,AFM,SNDM）

大阪大学　森田清三

　本年のマテリアルズトゥデーという、材料関係の学術誌に材料関係でトップテンの

アドバンスを過去50年間から拾ったというものがあった。半導体のロードマップが 1

位で、 2位にSPMが来ている。材料そのものよりも、それを支える技術が上位になり、

その中にSPMが入っている。これは非常に大事なことだと思う。その説明もついていて、

要するにSTM（走査型トンネル顕微鏡）、AFM（原子間力顕微鏡）のようなツールの究
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極のインパクトは、非常に広い範囲に及び、材料科学だけではなく、エレクトロニクス、

オプトエレクトロニクス、医学、触媒、さらにエネルギーとか環境の問題に対しての

ソリューションも与えるであろうと期待が高い。

　我々は、超高真空のAFMを使って、室温で複素系とか多元素系のナノ構造体を作る

技術の開発をしている。バイオの高分子反応の観察を目指して、金沢大の安藤先生な

どが高速AFM、京大の山田先生などが原子分解能の分析AFMを研究していて、最終的

にはバイオ分野に画期的な進歩が期待できると思われる。さらに、東北大の長先生な

どが非線形誘電率顕微鏡研究をしている。世界中で研究されていて装置的に新しい話

ではないが、単一分子の引っ張りについては、特にドイツ、日本あたりが割と活発に

研究している。技術的にAFMが変わりそうな話としては、ドイツのギーシブルなどが

研究しているような自己検出型AFMがある。

図11

　我々は図11に示すように、例えば多くの元素の中から、特定の元素を選んで特定の

ところへ持っていって物をつくるという技術を室温で実現しようとしていて、今は 2

種類以上の元素がまざった状態で原子文字を書くところまで来ている。また、京都大

学の山田先生のグループでは、液体中で原子・分子分解能が実現しており、例えばバ

クテリオロドプシンが欠陥も含めてきれいに見える。マイカもきれいに見える。水中

なので、水の吸着構造を原子分解能で見られるというところに来ていて、今世界中で

注目されている。

　金沢大学の安藤先生は、高速AFMをねらっており、モーターたんぱくの内部構造の

変化も含めた動きがリアルタイムで見られるところまで来ている。また、走査型キャ

パシタンス顕微鏡の次世代版で非線形誘電率を測り、昨年位に、シリコン（111）の
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（ 7× 7）構造について原子分解能を達成している。さらに、フラッシュメモリー中

の電子やホールを直接検出することができるようになってきた。

　海外では、IBMのグループがアルミ酸化膜の上のマンガンのスピンフリップを観測し

て常磁性を証明している。また、銅ナイトライド上のマンガンが反強磁性になってい

るとか、GaAs上にMn原子を乗せて高電圧パルスを印加してGa原子とMn原子との交

換を起こすことができるといった面白い話が種々出てきている。

　全体的にみると、米国はSTM中心で、AFMの特に最先端の技術は少し遅れており、

日本とヨーロッパがAFMに優れている。特にヨーロッパはAFMだけではなく、スピン

偏極STMなどを含めた、全体的な技術で非常に進んでいる。

S1-6　質量分析装置

大阪大学　豊田岐聡

　質量分析とは、イオンの質量電荷比と存在度を測る手法であり、他の分析手法より

高感度で、微量でも測定できる。ピコ（10-12）モル、フェムト（10-15）モルを超えて、

現在ではアト（10-18）モル、ゼプト（10-21）モルという程度でも測れるというのが

最大の特徴である。電荷を持たせるイオン化手法と質量分離法に多くの種類がある点

もNMRやエックス線と大きく異なるところであり、両者の組み合わせは非常に重要で

あり、これが多くあることが質量分析のメリットでもあり、質量分析を難しくしてい

る点でもある。

　質量分析は、J・J・トムソンが約100年前に最初に行い、日本では阪大が1930年代後

半に初めての質量分析装置を作り、今や生体関係に広く使われるようになった。阪大

関係では、松田先生の質量分解能120万という現在なお磁場型では世界最高の分解能の

装置や、飛行時間型の世界最高の分解能を誇る我々のマルチターン飛行時間型質量分

析装置がある。

　質量分析は、殆ど全ての分野で使われており、原子、分子、クラスター、半導体、化学、

生物、薬学、創薬では当然のように使われ、医学でも最近は使われおり、次第に臨床

でも使われ出している。さらに、安全・安心関連の爆発物や毒ガスの検査にも高感度

を生かして質量分析が用いられ始めている。また、ロケットなどにも積まれており、

変わり種としては、考古学関係で14Cの同位体比測定により年代推定を行うためにも

用いられる。

　質量分析の研究開発をしている大学とメーカーの人数では、圧倒的にユーザーの人

数が多い。昔は、大学の研究者もメーカーの数も多かったが次第に減ってきつつあり、

特に日本国内では状況が悪く、また産学の連携が弱い。したがって、我国の使う側は、

欧米の 1から 2年後を追いかけている状態であり、装置開発も国外メーカーを 5、 6年

後追いしており、一部の分野で辛うじて先行しているに過ぎない。現状では、欧米メー

カーの製品を購入する人が多いが、その理由はソフトウェアにあると思われる。
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図12

　質量分析で最近開発された技術は、最近15年間位でも図12に示すように多くある。

例えば、ヨーロッパのオービトラップは最近製品化され、良く売れるようになった。

島津もデジタルイオントラップという技術も開発した。イオン化については、日本で

は山梨大などが精力的に開発している。検出器としては、産総研で超伝導を使った検

出器などが使われるようになってきた。測定法としては、イメージング質量分析が今

一番のブームになっており、日本でも大きなプロジェクトがたくさん走っている。阪

大のマルチターン飛行時間型質量分析計は、閉じた空間を何回も回すことでイオンの

飛行距離を稼いで分解能を上げている。きちんと光学的に収束するような系を設計し、

35万という飛行時間型では世界最高の分解能を実現している。

図13
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　阪大が関係している大きなプロジェクトとしては、JST大学発ベンチャー創出推進事

業では、マルチターン飛行時間分析装置をさらに小型化して、図13に示すようにベッ

ドサイドに置いたり、可搬型にして多目的使用を可能にしたいと考えている。また、

質量分析とその像を同時に見ることを目的としたイメージング質量分析には、二つの

手法があり、 1次ビームをスキャンし、それぞれの点から出てくる質量スペクトルを

合成して像にするのが一つ目の方法。もう一つは、広くビームを当て、そこから出て

くる像をそのまま質量分析しながら像として検出する。前者では、科研費学術創成研

究やJST先端計測技術・機器開発事業のプロジェクトが走っている．また後者のタイプ

は、CRESTの支援を受けて開発している。

　また、装置を作るのは良いが、その装置を使うことを考えないといけない。質量分

析では応用範囲が非常に広いので、学際的な取り組みが必要である。アプリケーショ

ンを含めたソフトウェアをきちんと議論する必要がある。そのためには、質量分析セ

ンターのような装置開発者とユーザーの交流をはかる環境が必須であると考える。ま

た装置開発の人材育成など多くの課題が挙げられる。

S1 ディスカッション（Q：質疑、A：応答、C：コメント）

Ｑ　 米国で主張されているのは、スーパーコンピューターの活用、もう一つがユーザー

側の視点である。

Ａ　 生産現場では、既に完全にコンピューターを使う世界に入っている。そのために今、

見ることが必要で、さらに、見た後をものづくりにつなげるものが欲しい。日本

の先端計測はやはりソフトウェアが弱い。

Ｃ　 先程の講演の中で、「実験とモデル計算の融合の時代」へと書いてあるが、これが

基本ではないかと思う。ちょうど 1年前に亡くなった、バークレーの理工学部長

をやっていたリチャード・ニュートンが盛んに言っていたことだが、IT（情報）、

BT（バイオ）、NT（ナノ）の融合によってモデリングをした上でプレディクション

ができ、ビジュアライゼーションができ、新しい近代科学実験の方法論ができる。

Ｃ　 物と対話しながら分析を現場の物づくりに使おうという立場にいる。一番知りた

いのは、製品がどのようにできているかである。例えば、ナノ材料は、ナノの挙

動、性質に合わせたナノプロセッシングをしないとマクロ機能に発展しない。ナ

ノ素材は非常に個性的であり、いろいろな特徴を持っているが、それを計測器で

データとして顕在化できない。大学や研究所のサイエンスをものづくり現場の人

にトランスレーションするために、現場の人がわかる言葉に置きかえなければな

らない。彼らにナノの挙動をフィードバックしなければいけない。表面、界面、

濡れなどは接着をする物づくりに絶対に必要で、それをフェムト秒から秒までの

動的計測で顕在化しなければいけない。エネルギーと位相を合わせてやらないと

材料は機能しない。さらに、電子顕微鏡で収差補正により細かく見るだけではなく、
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環境を実環境にする。また、種々の装置で複合的に見ることも必要である。

Ｃ　 この20年間くらいの日本では、皆がサイエンスに興味を持っていない。出来たも

のしか面白くないというところがあった。私かそれ以上の方々は、子供の頃にプ

ラモデルを作ることを面白いと思っていた人が多い。ところが、10年位前からプ

ラモデルの店のおじさんがプラモデルを作って渡すと、子供たちは喜んで周りの

人に見せびらかしている。何故作るところが面白くないのか、物すごく残念である。

Ｑ　 田中先生はノーベル賞をもらったが、なぜ島津の質量分析計の国際シェアが10％

位しかないのか、ここが一番の日本のポイントだと思う。今の山中先生のiPS細胞

でも全く同じことが起こる可能性がある。そのあたりを専門家も政治家も役人も

共有しなかったら絶対勝ちはしない。

Ａ　 会社の中で、たとえ製品になる前でも発表すべきだという目ききの人がいた。日

本にも、阪大の松尾先生、松田先生、その方々が私を見つけてくれた。さらに世

界で、私の業績をいわば宣伝してくれた目ききの方々がいらっしゃった。ところが、

一方で、日本には、いわゆる死の谷を乗り越えるシステムがない。例えば、非常

に良い技術を学会発表する。欧米では、「それは画期的だ、将来的に伸びる可能性

が高い、一緒にやろう、お金も負担しよう。」と言ってくれる。ところが、日本の、

例えば、製薬メーカーは、「良い装置と言われても私たちはよくわからない。性能

評価はするので、お金を払ってほしい。」となる。この違いが大きい。アメリカな

どでは、先端的なことを育てるためのドネーションが大きい。ドネートされた方が、

自分たちは世の中のために役立ったのだと思えるようなシステムがある。日本で

はそこがまだまだ確立しておらず、お金をどのように世の中のためにうまく回し

ていくかということがまだ出来ていない。

Ａ　 日本の文化の問題であり、日本は部品を出すということでこれから生きていくこ

とが戦略であるという気がする。アセンブルした装置全体を作ったり、パソコン

のソフトウェアを日本で作るということは出来ないのではないか?これは、産業構

造の今後のあり方にもかかわることだと考えられる。

2.4　ｾｯｼｮﾝ2　先端産業のニーズに寄与する革新的計測・分析技術

S2-1　新しい原理によるTHzテクノロジー

　福井大学　安岡義純

　近年、光と電波の境界領域にあるテラヘルツ（THz）波が多くの研究者の注目を集め

ている。このテラヘルツ波は、一般には、1THzを中心に、0.1THz（波長：3mm）から

10THz（波長；30μm）の周波数領域に位置する電磁波のことであり、この領域の電磁

波は、水分による吸収が大きく電波伝搬には適していないが、プラスチック、紙、ゴム、

繊維、木材、乾燥食品、脂肪、半導体、誘電体等可視光に不透明な多くの物質を透過し、

レイリー散乱の影響を受け難いために紛体も透過することができ、エックス線の100万
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分の 1の光エネルギーのためエックス線に比べて人体への安全性が高いと言う特徴を

有している。一方、多くの気体や液体、固体などの振動準位や回転準位がテラヘルツ

帯にあるので、テラヘルツスペクトルを測定することによって物質の特定ができる可

能性を含んでいる。しかしながら、テラヘルツ帯での光源や検出器の開発が非常に遅

れており、長い間、未開拓周波数領域と呼ばれ、産業的にもあまり注目されなかった

周波数領域である。

図14

　この未開拓周波数領域がテラヘルツ領域と呼ばれて多くの研究者の注目を集めるよ

うになったのは、テラヘルツ時間領域分光法（THz Time-Domain Spectroscopy; THz-

TDS）という新しい分光法が登場してからである。この分光法は、その一例を図14に示

しているように、超短パルスレーザの照射によって発生したテラヘルツパルス波を試

料に入射させ、試料を透過した後のテラヘルツパルス波の波形を時間分解計測し、そ

の波形をフーリエ変換することにより周波数ごとの振幅と位相を得るという新しい分

光法で、測定で得られた振幅と位相を解析することにより、試料の誘電率や屈折率の

周波数依存性を調べることができ、さらには誘電率の周波数依存性から試料の物理的

化学的な性質を調べることができる測定法である。この測定法は、1984年Austonらに

よって（国内では1995年阪井氏らによって）報告されて以来、急速にその応用が拡大

した分光法で、テラヘルツ領域を常温で測定できしかも高いS/N比を有しており、広帯

域の周波数スペクトルを短時間で観測でき、超高速時間変化に対応できるという従来

の分光法にない特徴をもっている。

　テラヘルツ時間領域分光法により上記のテラヘルツ波の特長を生かした物質の物理

的化学的性質の探索が可能となり、さらにイメージング技術を加えることによって、
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材料分析分野のみならず、食品、バイオ、医療、環境、生活、安全・防犯、さらには

通信・電子等の多岐にわたる分野（図15を参照）への応用が期待され、テラヘルツ時

間領域分光装置の開発やテラヘルツ帯に発振線をもつレーザ発振器や検出器の開発と

ともに、分子構造同定、生命科学の研究、半導体物性研究等の基礎研究とともに、医

薬品の研究開発、隠匿された危険物の発見、違法薬物の発見等、あらゆる応用可能性

に向けての基盤研究が多くの研究者によって精力的に行われている。

　現段階では、実用段階に入っているテラヘルツの応用例は、空港での郵便物検査シ

ステムの構築やTeraView社等国内外の数社で発売されているテラヘルツパルス分光装

置、ThruVision社から発売されている監視カメラ装置等、幾つかのものを除いて決して

多くない。しかし今後は、これまで可能性の追求を目的としてなされてきた研究成果

を基盤として、実用化に向けての研究開発が大いに進むものと期待している。

図15

　テラヘルツ技術の実用化のためには、各種材料や化学物質のスペクトルデータベー

スの整備が非常に重要になる。また、解析ソフトの開発・充実が大きなキーポイント

になる。さらに、信頼性が高く、安価で、簡便に測定できるテラヘルツ時間領域分光

装置分光システムの製作、高輝度テラヘルツ光源や高感度検出器の開発が必要となる。

　世界的にみると、アメリカでは主として安心安全の分野に、イギリスでは主として

医薬品開発分野に、ドイツでは基礎研究の分野に重点を置いた開発研究が進められて

いる。では、日本では今後何に重点を置いて開発研究が進められるであろうか。2005

年に策定された第 3期科学技術基本計画の中には、テラヘルツ技術に関連した重要な

研究開発課題として、2015年までに、①リアルタイム測定可能なテラヘルツ分光イメー

ジングを可能にする光源と検出器の開発、②ナノ構造を利用した高感度で室温動作す
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るテラヘルツ検出器や高精度テラヘルツ光源の開発、が挙げられ、2011年までにテラ

ヘルツからX線までの各種イメージング技術を整え、生体膜や細胞内器官が機能する仕

組みを解明することが要求されている。さらに、安全安心関連では、2007年度までに

爆発物等の個別特定や非金属の凶器や爆発物の検知を可能にする検査技術、2015年ま

でに各種梱包された違法物質の非開封探知装置の開発などが挙がっており、これらを

目標に研究開発を進めていくことも必要である。

S2-2　表面プラズモン利用分光

　大阪大学・理化学研究所　河田聡

　プラズモン分光よりは少し広く、図16に示すプラズモニクスについて話させていた

だく。

図16

　「プラズモニクス」とは、金属ナノ構造とフォトンの相互作用の化学である。図に

示すように、様々な金属ナノ構造（金属表面、金属薄膜、金属微粒子、金属中の空洞、

金属ワイヤ、金属周期構造）が新奇な現象や効果をもたらす。プラズモンとは金属内

の自由電子の集団的振動の量子であり、フォトンを伴う。なた、その効果はナノ構造

の近接でしか得られないためフォース顕微鏡や化学的効果をも伴う。その意味で、プ

ラズモニクスとは極めて学際的な科学であり、物理・ナノサイエンスはもとより、バ

イオ・医療、化学、エネルギーなどの広い自然科学と産業への展開が議論されている。

欧米ではMURIやEUネットワークなどのプロジェクトが推進されており、多数の国際会

議が開催されている。世界における日本のプレゼンスは河田グループ以外はほとんど

見えない。
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　プラズモニクスの産業化は、欧米ではほとんどがベンチャービジネスが担っている。

マーケットが小さいうちは大企業の参画はなく、創業者利益は欧米のベンチャーが得

る。私自身もナノフォトンというベンチャー企業（正確にはスモールビジネス）を創

業しているが（年商 2億円程度の製造業）、日本の社会は、大企業・有名企業の製品を

買う文化があり、性能が高くてもなかなか売れない。欧米のベンチャー製品は買っても、

日本の最先端計測機器ベンチャーの製品はまず買わない。国は、起業支援や起業助成

をする必要はない。自己責任で、会社は立ち上げるべきである。しかし優れた技術と

商品を持つ最先端計測機器ベンチャーの信用を高めるために、国機関は発注や投資の

形で協力して欲しい。欧米と日本のベンチャー支援政策は全く非なるものである。

　プラズモニクスで扱うのは、基本的には金（キン）である。金は体の中に入っても

害を及ぼさず、種々の良い効果をもたらす。数十ナノメートルのシリカに金をコート

したナノシェルでは、プラズモンのモードがスプリットして近赤外に吸収を持つ。し

たがって金のナノシェルが体の中に入っていて、そこに近赤外光が当たると温度が上

がる。つまり、局在化したプラズモンが共鳴して、熱を持って温度が上がる。もし、

ナノシェルががん細胞にだけくっつくようにすれば、図17のように手術をせずに治療

ができる。

図17

　金属は自由電子の海であり、電子の集団的な振動であるプラズモンが誘起される。

ただ、プラズモンが伴う光は、普通に伝搬する光とは分散関係がずれており、金属の

表面近くにのみ存在できる表面波となる。もし金属にナノサイズの刻みやラフネスを

入れて光を入射すると、光がプラズモンにカップルし、光のエネルギーはプラズモン

のエネルギーに変わる。したがって、金属は光の貯蔵庫として使えると、私が言い出

した。要するにエネルギーが金属中の電子の集団的な振動に置きかわっているわけで
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あるが、振動にだけ移ったら熱になって消えてしまう。貯蔵庫である限り、読み出せ

る必要があるが、共鳴交換でそれができる。レーザーも作れる。プラズモンセンサー

の原理は、実は1902年に既に書かれていたが、日本で最初に作ったのは自分であり86

年ごろのことである。

　今我々が興味を持っているのはラマン散乱への応用である。ラマン散乱はとても暗

く、通常はレイリー光に邪魔されてほとんど見えないが、金属ナノ構造を近くに持っ

てくると金属表面の強い電場が分子に当たって、分子からのラマン散乱光がまた金属

ナノ構造に当たって表面プラズモンを励起し、ラマン散乱光が非常に明るくなる。こ

れを実現するためには、それに適した構造の金属プローブを作る必要がある。私たちは、

最適化されたプラズモニックプローブを作り、800ナノメートルの波長の光を使って15

ナノメートルの構造が見えるようにした。

　AFMと似ているが、これはスペクトロスコピーであり、ラマン波数シフトによって

見える分子が変わる。したがって、これは光を使ったスペクトロスコピーで分子イメー

ジングを行うことができる。現在は、15ナノメートルが限界なので、0.3ナノメートル

が必要なDNAの塩基の一つずつを見ることはまだとても無理だが、ブレークスルーが

あと一つ二つあれば可能になると思っている。別の応用として、シリコンのひずみに

よる格子間隔の変化も、その歪み分布を金属針は可視化してくれる。さらに、プラズ

モン共鳴を起こす金微粒子が細胞の中に入って動いていけば、細胞の中のたんぱくの

分布と微粒子の動き方を通して、細胞の機能ダイナミズムを追いかけることができる。

　今アメリカではマルチディシプリナル・ユニバーシティー・リサーチング・イニシ

アチブのテーマとして、プラズモニクス関連が二つ、ヨーロッパではEUネットワーク

でプラズモニックデバイスというものが走っている。日本はまだそれほどではないと

いう感じである。この分野の産業は、大学発ベンチャーが支配的であるが、日本では、

構造的な問題が大きく大学発ベンチャーは苦しんでいる。

S2-3　イオンビーム計測

京都大学　木村健二

　イオンビーム分析のひとつのラザフォード後方散乱法（RBS）を例にして、現状と今

後の課題を話したい。

　RBSでは図18に示すように、数100 keVのヘリウムイオンを試料にぶつけて、ラザ

フォード散乱で後方にはね返ってきたイオンを普通は半導体の小さな検出器で測定す

る。通常は10ナノメートル位の深さ分解能だが、はね返ってきたイオンのエネルギー

を正確に測れば深さ分解能が上がるので、磁場型の分析器を作って 1原子層まで分解

できる0.2nmの分解能を実現しているのが、私の開発した高分解能RBS（HRBS）である。

HRBSは、通常のRBSと同様に定量性が非常に良く、SIMSほどは破壊的ではなく、深さ

分解能が良く、測定時間は10分程度と短く、試料の前処理は不要で、真空槽に入れれ
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図18

ばすぐに測れる。神戸製鋼と共同で、この10年間に主として日本国内に10台ほどが販

売された。最初にスタートするにはベンチャーではなかなか苦しいが、大企業であっ

たのでスタートできたと考えている。

　高分解能RBSで何が見えるかの例として、鉛とセレンの化合物半導体を測ったスペク

トルには、間隔が0.3ナノメートルのピークが幾つか見えているので、原子層ごとの分

析ができている。ただし、 1原子層ごとの分析ができるのは表面だけに限られる。つ

ぎに、最近化学の分野で集中的に研究が進められているイオン液体を分析した例とし

て、あるイオン液体においては、弗素が一番表面に、その次に硫黄があり、その次が

酸素であり、分子がどういう向きを向いているかまで明らかになる。

　前述の非破壊で良好な定量性、表面で0.2ナノメートルくらいの深さ分解能、短時間

測定可能、試料前処理不要といった長所に対して、弱点は、ミリメートルオーダーの

横方向の分解能である。さらには、軽元素の感度が悪い、深くなると分解能が劣化、

結合状態は評価できない、という弱点があり、ほかの分析方法と複合化することによっ

て克服できる。また、場合によっては多重散乱の影響が強いので、シミュレーション

をきちんとしなければならない。横方向の分解能向上については、まず、マイクロビー

ムにするというのはそれほど難しくない。さらに、液体金属イオン源を使えば、数十

ナノメートルのイオン幅で数十ピコアンペアくらいのビームができる。最近、カール

ツアイスの子会社が開発した新しいタイプのイオン源ALIS、アトミックレベルイオン

ソースでは、サブナノメートルのビームサイズが可能だと主張している。これは、要

するにFIMの原理で、ヘリウム中のチップに高電圧をかけると、一番電界の強いトップ

のところからヘリウムイオンが放出される。それをレンズで絞れば非常に明るい小さ
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なビームを作れる。ただ、残念ながら使っている検出器のエネルギー分解能が非常に

悪いので、深さ方向分解能が悪い。

　深さ方向も含めて分解能を上げるためには、やはり高エネルギー、高分解能のエネ

ルギー分析器が必要になる。ただし、イオンによるダメージが問題となる。したがって、

立体角が非常に大きな分析器が必要になる。一つの候補として、私も少し絡んで開発

したサイクロトロンRBSがある。これは超伝導マグネットで、試料ではね返ってきたイ

オンをサイクロトロン運動させて、アパーチャーを通り抜けたものだけをディテクター

で見る。こうすることによって、広い散乱角に出てきたイオンを一度に分析すること

ができる。

　RBSでは化学結合状態分析は無理だが、図19に示すように、角度分解XPSと組み合わ

せることによって、これも可能になる。角度分解XPSをデータ処理するには、数学的に

非常に厄介な解析が必要であるとか、光電子の弾性散乱の影響を無視して処理してい

ることが多いので、HRBSの結果を拘束条件にすることによってXPSを精度よく解くこ

とができることになる。

図19

S2-4　３次元アトムプローブ現状と展望

（独）物質・材料研究機構　宝野和博

　 3次元アトムプローブについて、現状と展望を話させていただく。

　例えば、最近の金属材料は組織がナノスケールにまで非常に微細になっているので、

特性と構造の因果関係が不明であるとプロセス設計ができない。従来、企業などでは

プロセス条件を力ずくで変えて、たまたま特性が出たら材料として開発するというこ

とをやっていましたが、この長くかかる時間を構造解析で組織と特性の因果関係を解
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明することによって、ナノ組織を活用した材料の開発を加速していこうという研究を

行っている。

　この分野で最も有用な手法は、電子顕微鏡であるが、電子顕微鏡でどうしても超え

られないところもある。例えば、2ナノメートル、3ナノメートルの原子のクラスター

は、バルク上のマトリックスに埋もれてしまう。また、電子顕微鏡の像は、 3次元構

造の 2次元投影である。このことから、例えば離れた粒子もくっついて見えてしまう。

したがって、新しい手法が必要となり 3次元アトムプローブが考えられた。

図20

　 3次元アトムプローブは、電界イオン顕微鏡（FIM）をベースとして、極めてシャー

プな針状の試料に電圧を掛けると試料表面で突き出た原子を投影した像が撮れる。こ

れがFIM像であるが、さらに高い電圧を掛けると原子がイオン化する。このイオンをタ

イム・オブ・フライト（TOF）により解析する。すなわち、原子を 1個ずつイオン化さ

せて、TOFを求めて、同時に個々の原子の座標を決めていく。これによって原子分解能

で 2次元の原子マップがとれる。さらに、原子は表面から順々にイオン化していくので、

経時的に観察すると 3次元的にどこにどういう原子があるかを見ることができる。TOF

の分析には質量依存性がないので、例えば鉄鋼材料などで重要な軽元素の定量分析も

できる。

　例えば、コバルトクロム鉄アルミニウムというスピントロニクス用の電極材料をエ

ネルギーフィルター TEMで調べるとクロムリッチであることはわかるが、クロムが何

パーセントかという情報までは出ない。アトムプローブを使えば、原子 1個ずつを見

ることができるので、クロムが80、コバルトが20、アルミニウムはほとんど入ってい
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ない、といった情報が得られる。

　アルミニウム、銅、マグネシウム、銀の合金の中の板状の析出物を見た例では、電

子顕微鏡のSTEMでは、マグネシウムという微量元素がどうなっているのか一向にわか

らない。どの程度入っているかもわからない。ところが、アトムプローブでは、銅と

マトリックスの界面にほぼ 2原子層に亘り銀とマグネシウムが強く偏析している様子

がわかる。このように、アトムプローブは金属材料のナノ解析には非常に有効で、鉄

鋼メーカーでは長い間使われている。

　アトムプローブの原理的な制約としては、電界蒸発を使うので、試料に導電性が必

要で、したがって、これまで半導体解析の例は非常に少なく、セラミックスはほとん

ど例がない。また、分析領域が狭く、デバイス解析はなかなかできない。さらに、高

電界を生じるための針状の試料が必要である。従来は金属を電解研磨していたが、最

近ではFIBによって広範な試料の作成が可能になり、この問題はほぼクリアした。一番

難しい問題は、表面での高電界による高い応力が材料の降伏応力を超えるので、分析

する前に試料が破壊してしまうことであり、測定の成功率は 1から20％程度である。

FIBを使って一つの試料を作るのに 4時間位掛かるとすると、これからのアトムプロー

ブ測定の成功率は80％以上としたい。そのために、我々は、電界蒸発にレーザーパル

スを使い、試料検出器間距離を短くしたワイドアングルな 3次元アトムプローブの試

作機を作って実証試験を行っている。レーザーを使うことによって半導体の解析が可

能になってきた。例えば、シリコンとニッケルの界面にできたニッケルシリサイドや

ガリウム砒素の原子 1個ずつの解析ができる。今までの大部分の適用例が金属である

が、今後は情報化産業の材料にも使われる。スピンバルブを解析してみると、強磁性

の電極の間にナノオキサイドレイヤーというメタルのナノスケールのパスがあって、

周りが絶縁体になっている。この 3次元のナノ構造を作り込んでGMR比を挙げている

デバイスが作られている。つい最近までアトムプローブは自作であったが、アトムプ

ローブの有用性が高まってくると、ベンチャー企業が始まった、アメリカやフランス

のベンチャー企業は、シリコン中のハフニウムオキサイドといった半導体やデータス

トレージ材料分野に装置を売り込むことに成功している。このように、アトムプロー

ブは、金属系素材産業からIT産業まで応用できる手法として現在発展している。

S2-5　フォトサーマル分光

科学技術振興機構　澤田嗣郎

　フォトサーマル分光法は、光音響分光法の発展形で、物質に光を照射すると、光を

吸収したのち、発熱過程に伴って元に戻る無放射過程を使う分光法と言える。図21に

記した特徴を順に説明する。発熱による熱波や音波を測定して、中で何が起きている

かを知ろうということであり、フェムト秒では電子の応答、ピコ秒だと分子の振動状

態などの波が立つ。
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図21

　光音響分光法とか光熱分光法では、音や熱のセンサーを使うので、非常に遅い測定

になる。しかし、無放射過程というのはピコ秒とかフェムト秒とか非常に速い現象で

ある。遅い分光法では限界があるので、できるだけ速い、起源解析も出来るような分

光法であるべきであると考えていた。そこで、次のことを考えた。レーザーのような

コヒーレント光を分割したあとで合わせると、干渉波が立つ。干渉波なので、強弱が

交互に現れ、一種の回折格子になる。そういった回折格子を使って、物質の表面に、

今はTRG（Transient Reflecting Grating）と呼ばれているさざ波を立てる。その状態で、

ある時間を置いてプローブ光を照射すると、 1次、 2次の回折光が出てくるので、バッ

クグラウンドフリーの非常に高感度な計測法になる。例えばSiO2がコートしてあるp形

半導体Siに40ピコ秒のレーザーで回折格子を作り、時間を変えながらプローブ光でモニ

ターすると、最初に光で励起されたキャリア密度のピークが現れ、次に熱生成に伴う

ゆっくりとした減衰が現れる。それに重畳して振動している表面弾性波が観測される。

要するに一つの測定によって、光学的情報、熱的情報、音波的情報が一度にわかると

いう特徴がある。この方法をさざ波顕微鏡と呼んでいたが、数年経てからフィリップ

ス社で装置化され市販された。

　弾性波を見れば表面のかたさがわかるので、あるメーカーのダイヤモンドライクカー

ボンの硬度測定を手伝いした。窒素イオンの照射量を変えていくと、徐々に表面に立

つ弾性波の振動数が変わり、硬くなっていくことがわかる。その後、ドイツがDLC膜

を標準化する際に、この手法が一つの手法として採用されたので、ドイツではこの方

法は有名である。

　次の例として、金の薄膜の上に色素を吸着させて、この方法を用いると、先ほどの
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河田先生の話しにあった表面増強ラマン散乱（SERS）が起きて、吸着している色素か

ら非常に強いラマン光が出る。この光の解析により、光励起されたキャリアが直ちに

吸着している色素に電荷移動（CT）することがわかった。SERSがジャイアントラマン

として発表された30年前から、メカニズムはCTと言われていたが、フォトサーマル分

光を開発することによって、初めてCTを証明する学術的に貴重なスペクトルを得たと

思っている。

　欠点は、装置が非常に複雑である。たくさんのオプティクスも要る。そこで我々は、

もっと簡易な方法として、透過型のグレーティングに近いところに試料を置き、励起

光のゼロ次光により回折格子を作る。プローブ光に通すと、グレーティングで回折さ

れた光と、回折格子から出てきた信号光がまざり合っているので、ヘテロダイン検出

が可能になる。バックグラウンドフリーで非常に高感度、しかも簡単なオプティクス

で非常に効率よく測定できる。

　もっと簡単な方法として中央大学の片山准教授が開発した手法では、連続光を当て

続けておき、励起パルス光を入れると、そのときだけ回折格子ができ、ヘテロダイン

検出をすると、オシロスコープ上にリアルタイムに過渡波形が見える。一例として、

セレン化カドミウムのナノメートルオーダーの粒子だけでは再結合によって減衰する

のに対して、酸化すずの上にセレン化カドミウムのナノ粒子を吸着させると減衰が非

常に小さくなる。これは太陽光エネルギーが有効に酸化すずの方に電荷移動するとい

うことを示唆している。

図22

　まとめると、図22に示すように、本法は、物質による光吸収を起源とする、光を散

乱屈折させることのできるあらゆる現象を 1本のプローブビームで、広い時間幅、フェ
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ムト秒から秒までリアルタイムで追跡できる分光法であって、汎用性の高い分光装置、

あるいは材料物性の診断装置になると期待されている。

　最後に、本講演の一部には、中央大学の片山准教授の最近の研究成果が含まれてい

ることを申しのべ、謝辞とします。

S2-6　X線分光（X線装置技術）

京都大学　河合潤

　X線分光には、シンクロトロン放射光を使った分光分析、X線管を使った汎用分析、

主に医学診断に使われる透過像、CT、位相像や、最近はコンプトン散乱像に加えて、

ホログラフィーがある。本日は、X線管を用いた方法について俯瞰したい。

図23

　図23にあるように、X線管を用いた装置は現在 3極化が進んでいる。第 1は、大型の

製造プロセスラインに特化した専用装置であり、高精度、高安定度で迅速に分析する

ことができる。例えば、SUS304の検査や全反射蛍光X線を使った半導体の汚染検査に

使われている。第 2番の卓上型汎用装置は、世界の多くの会社が開発して市販している。

特に 3次元光学系は欧州が先行している。第 3番目のハンディー型とは、米国、フィ

ンランド、英国が初期に販売し、最近は、中国が格安の値段で大きなシェアを占めて

いる。日本は今後、中国のハンディー型を追随しても追いつけないであろうから、人

に照射しても問題がないほど十分に弱いX線を使って、装置を更に小型化することが、

目指すところと思う。全反射蛍光X線は、九州大学の米田先生、堀内先生が発明して、シェ

アも日本のメーカーが大部分をとり、ISO規格の主導権も日本が持っている。これが今

後の機器開発の一種のモデルになると思う。

　小型X線管に関しては種々のものが出ている。一例として、ヘアドライヤー型の装置

でSUS347を測定すると、10秒間で0.096％のモリブデンが含まれるというようなこと
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まで分析できる。ヘアドライヤー型はまだX線が強いが、全く人体に害がないレベルの

弱いX線でppbの低濃度まで分析できれば社会的に大きな影響がある。

図24

　X線の要素部品については、浜松ホトニクスなど日本の企業が強い。また、島津製作

所の副島さんのキャピラリーの特許や、産総研の富江さんのアルミニウムブロックに

穴をあけたX線レンズ、および図24に示すごとく当時東芝におられた寺澤さんが考案し

た帯電によるＸ線源など日本発のアイデアが豊富である。また、強誘電体を冷却する

と100キロボルトのX線が発生するので、原理的には核融合につなげることができる。

このように、X線分析に限らずほかの分野への応用も可能である。

S2 ディスカッション（Q：質疑、A：応答、C：コメント）

Ｃ　 ある装置によって産業にイノベーティブなことが起これば、ユーザーがその装置

は良いと思って多数買う。たくさん売れれば、装置もイノベーティブになる。そ

ういう関係がベストと思うが、先端分析装置でそこに至るのはなかなか難しい。

Ｑ　 半導体材料に関する計測で求められるのは、構造、組成、点欠陥である。宝野先

生に聞きたいのだが、広い範囲のアトムプローブでは、結晶粒径、結晶の違い、組成、

点欠陥は見えるのか？

Ａ　 半導体ではなく、金属を例にとるが、金属においても、例えばアルミニウム合金

やマグネシウム合金の時効を考えるために、空孔の情報は欲しい。そのときには、

アトムプローブで溶出を見て、空孔は陽電子で見るというふうに複数の手法を使

う。結晶のサイズについては、アトムプローブは微細な試料に適している。 3次

元アトムプローブでは、結晶粒界などは見えるが、構造を決定することはできない。
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構造を解析したいのであれば電顕などの相補的な手法を使う必要がある。

Ｃ　 民間は、公表していないテラヘルツ分光のデータを多く持っている。レジストと

して使うカゼインに現れるテラヘルツピークは、ある処理を加えると消える。逆

に考えると、吸着、クラスター化、配列、結晶化、組織化していく過程の中に、

テラヘルツのピークが現れる現象があると思われる。したがって、非平衡で制御

困難な領域でテラヘルツスペクトルを同時にモニタリングすれば、現場で起こっ

ている組織形成過程を明らかにすることが出来ると思う。このように、テラヘル

ツ分光を位置づけていけると思っている。

Ｑ　 例えば半導体の分野では、構造とか組成とか点欠陥を一括して複合計測ができる

かどうか。どのくらいのニーズがあるのか。本当に組み合わせることに意味があ

るのか。

Ａ　 今の半導体産業における材料は急速に種類が増えている。また、最近は、界面同

士が接近してきて、一つの界面で起こった現象がもう一つの界面に移動して影響

を与えるという現象が出てきている。したがって、組成、構造、点欠陥をトータ

ルで理解するというニーズが最近出てきている。同時に、ハーフピッチ32ナノメー

トル、22ナノメートルに対応する微細加工や材料設計、プロセスに対して、現行

の計測技術が追いつけるかが不安である。

2.5　ｾｯｼｮﾝ3  新産業の創出に寄与する未来計測・分析技術
S3-1　Josephson PlasmaによるTHz波発振の理論と実験

東京大学　立木昌

　安岡先生からテラヘルツ波の高輝度の発振が必要だという話を伺ったが、最近は今

までと全く違う新しい原理で、高輝度の連続テラヘルツレーザー波が発振することが

見つかったので、その話をさせて頂きたい。

　テラヘルツ波を発振させる装置には半導体デバイスやレーザーなど種々あるが、い

ずれを採っても1 THz付近で強度が非常に小さくなる。自由電子レーザー装置もあるが、

装置が非常に大きくなる。我々に興味があるのは、コンパクトな装置で発振が出来、

かつ計測装置も非常に小さいのもの。それを目指しているのが私の研究で、具体的には、

ビスマス系高温超伝導体を使う。この超伝導体は強い超伝導を持つ銅酸物 2層の間に

薄い絶縁層を挟んだ構造になっており、これに電圧を掛けるとジョセフソントンネル

振動電流が流れる。ナノメートルスケールのジョセフソン接合が1000位重なったもの

を使う。ジョセフソン電流は、電磁場と非常に強く相互作用するので、ジョセフソン

プラズマという新しい電子状態が出来る。普通こういうプラズマはすぐに準粒子へと

減衰してしまうが、高温超伝導体ではエネルギーギャップが大きく横プラズマ波はそ

の中に現れるので、励起された横プラズマ波は非常に安定である。横プラズマ波は電

磁場波と同じ性質を持っており、その周波数がちょうどテラヘルツ帯にある。したがっ
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て、何かの機構でこのプラズマを励起できると、電磁場とカップルしてテラヘルツ波

を出す強い発振源になると数年前に考えた。

図25

　最近アメリカのアルゴンヌ研究所で、図25のようなBSCCOという超伝導体の上にメ

サ構造を作り、電流を流すと非常に強い発振が出ることが確かめられた。強度が大き

い理由は、発振するジョセフソン接合が1000層並ぶからであり、全強度は層数の 2乗

に比例するので、1000層では106倍になる。したがって図23に示すように非常にシャー

プなレーザー光が得られる。図はアルゴンヌのデータであるが、最近筑波大学では、

強度の強い連続テラヘルツ波が得られており、14高調波までの高調波も観測されてい

る。振動数は0.5THzから3THzあり、高調波が10以上、振動強度は 5マイクロワットと

なっている。したがって、ジョセフソンプラズマによれば、コヒーレントで非常にシャー

プな光が20Kから50Kの温度で出せる。カスケードレーザーでは4.2K以下が必要である

ので、この温度は魅力的である。

図26

BSCCO Mesa, L.Ozyuzer et.al., Science 318,1291（2008）

BSCCO Mesa, L.Ozyuzer et.al., Science 318,1291（2008）
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　今後の問題は、発振強度をもっと強くするための発振素子の設計と磁場をかけて波

長を変え、振動数チューナブルにすること。さらに、同じようなジョセフソン接合を

使い、非常にコンパクトな計測器を作ること。

S3-2　超伝導人工原子・マイクロ波単一光子系の量子もつれ計測

NTT物性研　仙場浩一

　未来計測の一部として、従来、人類が使ってこなかっ

た量子力学的な 重ね合わせや、もつれ という量子状態

を積極的に利用するデバイスが作れないだろうかという

志で研究を行っている。

　私達が実験に使っているのは、図のような周上の 3

カ所にサブミクロンサイズのジョセフソン接合をもつ

超伝導体アルミニウムのループで、これが超伝導磁束量

子ビットの実体である。量子ビットのすぐ外側にSQUID

検出器が配してあり、量子ビット状態の変化に対応して

発生する大凡 10-3Φ0の磁束の変化を10-5Φ0の分解能で

SQUID最大超伝導電流の変化や、電圧状態へのスイッチ

ング確率を検出し、量子ビットの状態を計測している。

　従来は、非常に多数の量子系集団からの信号の総体か

平均値しか測定できなかったが、最近、単一の量子系を

実験対象とすることができる時代になってきた。量子

ビットの研究は、もともと量子力学的な原子、原子核、

イオン等を使うミクロからのアプローチと、半導体の微

細加工技術を使いマクロから攻めるというアプローチの

2種類がある。後者の中に、半導体や超伝導回路を使ったものがあり、同じような構

造を多数作ることは可能であるが、量子性やコヒーレンスをいかに保持するかが課題

である。

　原子、あるいは量子ドットでは、 1電子の波動関数が重ね合わせ状態等を示したわ

けだが、我々が使っている超伝導リング（量子ビット）の中には、巨視的な数の電子

対（クーパー対）が 1つの量子状態に凝縮してサブμAという電流が流れている。こ

の巨視的な数の電子対で形成される電流が量子力学的なコヒーレントな重ね合わせ状

態を作り、そのことを検知できるということが最近明らかになってきた。超伝導磁束

量子ビットに関しては2004年に証拠が明らかになった。超伝導材料を使えば、電気回

路でできたミクロンサイズの人工原子を手に入れられる時代になったのである。その

理由をもう少し述べると、真空中にある原子中の電子は離散的なスペクトラムを取り、

図27
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固体中の電子は連続的なスペクトルを取る。超伝導体では超伝導ギャップの中にコレ

クティブなモードを立てることができるので、固体中でありながら、あたかも真空中

の原子に似た長寿命の離散スペクトル状態を作ることができる。エネルギーレベルは、

インダクタンス、キャパシタンス、インピーダンス 等の回路パラメーターで決まるので、

このミクロンサイズの人工原子の特性は、自分たちである程度設計できるのである。

図28

　超伝導ギャップ中にLC回路を作れば、その調和振動子に相当するエネルギースペク

トルがギャップ中に出来るが、調和振動子の場合にはすべてのエネルギー間隔が等し

く、ある特定の量子 2準位のマニピュレーションには適さない。そこで、非調和性を

持つジョセフソン接合が必要となる。例えばLC回路中にジョセフソン接合を一つ入れ

ると、ジョセフソン接合の持つジョセフソンポテンシャルに起因した適度な非線形性

が導入され、ポテンシャルが少し曲がる。これにより、一番下の量子 2準位に共鳴す

るマイクロ波パルスによって量子状態のオペレーションが可能となる。

　我々が使っているのは、99年に オランダ デルフト大の Mooij 教授らのグループに

より提唱された磁束量子ビットで、アルミニウムのループに 3カ所のジョセフソン接

合が設けられている。 3カ所入れた意味は、ポテンシャルバリアを低くして、実験可

能な条件で量子トンネルが起こり易くするためである。すなわち、フラクソイドの量

子化という現象によりドーナツ状の超伝導体の中に中途半端な磁場が入った場合には、

磁束量子の整数倍になるように超伝導体が自分で表層に超伝導電流を流して、ドーナ

ツの穴の部分を貫く磁束の合計を磁束量子（Φ0）の整数倍にするという性質があるので、

その性質を使って、わざと中途半端な～ 0.5Φ0 という磁場をかけると、超伝導体が電

流を時計方向に流してゼロにするか、反時計方向に流して 1磁束量子状態にしようと

する。両者のエネルギーは、ほぼ等しくなる。このように、ループにジョセフソン接

合を 3個入れると電流が反対向きに流れている 2つの状態間のエネルギーバリアが低

くなり、それらの線形結合がエネルギー固有状態となる。これが量子ビットとしてオ

ペレーションできる 1組の量子二準位系である。
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　上述のことを基に、現在までに Rabi振動や、Ramsey 縞、echo 実験等の 単一量子

系としての超伝導量子ビットの量子操作と読み出し、さらに、チップ上で量子ビット

に隣接したLC回路中の単一マイクロ波光子との時間領域での量子もつれの制御と観測

が可能となり、真空 Rabi 振動数の観測結果より、原子系に比べて数けた強い相互作用

を実証することができた。今後、系のコヒーレンス時間を延ばし、量子バス技術など

量子計算に本当に必要な技術の展開を目指していきたい。

図29
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S3-3　ホトニッククリスタル（PC）の応用利用

横浜国立大学　馬場俊彦

　私は、ホトニック結晶を評価するための計測は行っているが、これを計測に利用す

る研究はしていないので、計測のシーズとしての話を行い、皆さんの御意見を頂きたい。

　ホトニック結晶は、周期が光の波長オーダーの 1次元、2次元、3次元の周期構造で、

その中で光が多次元的なブラッグ散乱などホトニックバンド理論に従う振る舞いをす

る。ホトニック結晶と類似のものとして、高い屈折率を持つ半導体と空気の組み合わ

せのように、光を強く制御することも研究されている。

http://www.ntt.co.jp/journal/0711/files/jn200711018.pdf
http://www.brl.ntt.co.jp/group/butsucho-g/index.html
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図30

　私の研究室は、ホトニック結晶レーザーを研究している。図30のように、半導体の

薄い板に周期的な 2 次元の穴をあけ、一部に穴のない領域を作っておくと、穴のあい

ているところは光が存在できなくて、わずかな狭い領域に光が閉じ込められる。この

光閉じ込め効果を利用してレーザー発振も出来る。今のところ、世の中にある最も小

さなレーザーは、このホトニック結晶レーザーであり、最近、室温での連続発振に成

功した。非常にQ値の高い良質なレーザーでシングルモードのスペクトルが出るので、

光通信用光源として使えると思う。また、空気に露出されているレーザーなので、液

体や分子がつけばスペクトルシフトすることを利用したセンサーにもなり得る。これ

は非常に小さなレーザーなので、 1 枚のウエハーに多くのレーザーを作ることが出来

る。こうした多くのレーザーを一度にセンシングの為に使うというアイデアもある。

　ホトニック結晶の中に光の通り道の線欠陥を導入すると、光が線欠陥上を通る導波

路となる。関連して、最近、光を止めてしまうスローライトという現象が話題となっ

ている。ようやく光パルスが実際に止まるようになったが、これは時間をコントロー

ルしていることになる。したがって、時間スケールのいろいろな演算ができる。これ

を通信の光バッファーに使えば、例えば計測などによく使われる畳み込み積分といっ

た演算が非常に高速にできるようになるので、計測に貢献できると思う。さらに、ホ

トニック結晶での多次元的な光の回折を利用すると、ユニークな光伝搬を起こさせる

ことができる。例えば光がまっすぐ進むコリメーション現象やレンズ効果、およびプ

リズム効果などがホトニック結晶の設計によって生み出される。
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図31

　一つの例が、ホトニック結晶においては負の屈折と言われるが、光が入射方角と逆

方向に曲がることも生じる。これを拡散光に適用すると、図31のように平たん面で集

光するという普通のレンズとは全く違う現象を作り出すことが出来る。さらに、この

負の屈折が元になったスーパープリズム現象を利用すれば、非常にコンパクトな分光

器ができる。初期的な実験結果としては、全体の大きさは数十ミクロン角という非常

に小さなホトニック結晶を作って実際にそういう分光ができた。

　今紹介したようなデバイスというのは、シリコンもしくはⅢ-V族半導体の上に作

られている。このシリコンホトニクスは、光の分野で大きな話題になっており、イン

テルやIBMもこの分野に参入してきて、次世代のLSIを速くするために有効であろうと

研究開発を行っている。河田先生のプラズモニクスに比べたら大きいが、従来セン

チメートルオーダーであったAWG（アレイ導波路回折格子、Arrayed Waveguide 

Grating）という分波器、もしくはフィルターが非常にコンパクトに100ミクロン角位

に小さく収まり、ある程度の性能が得られている。 5年後、15年後にはシリコンホト

ニクスのファンドリーに大規模な光回路やセンサーシステムなどをオーダーできる時

代が来るのではないかと、この分野の人たちは期待している。こういったシリコンホ

トニクスが計測システムの製造形態を大きく変える可能性がある。

S3 ディスカッション（Q：質疑、A：応答、C：コメント）

Ｃ　 ホトニック結晶とプラスモニックデバイスの関わりについてのコメントだが、プ

ラズモニクスは金属の中で波長が非常に短くなるので、サイズを小さくできるが、
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金属の中での光のロスが一番問題で、それをどうやって克服するかということに

研究の主眼が置かれている。一方、ホトニクス結晶の方は、サイズはそれほど小

さくならないがロスがないので、生体などで、パワーは要らないがコリメーショ

ンが必要だというようなアプリケーション、例えば生体内での発光をセンシング

したりするときに必要であろう。 2 つはそれぞれの長所短所があり、アプリケー

ションが異なると思う。

Ｑ　 NISTがレポートの中で注目しているのは、量子コンピューティングとそれに必要

な量子ビットの計測技術である。この方面の日本の研究状況は、アメリカとかヨー

ロッパ、あるいは中国と比べてどの程度の状況にあるのか。

Ａ　 超伝導量子ビットに関しては、日米欧が 3強である。アメリカでは、Yale大学、

それから UC Santa Barbara、NISTが強く、ヨーロッパでは、先ほど出てきた

Mooij先生のいるDelft工科大、Chalmers、CEA-Saclayが強い。日本ではNECと

NTTがコヒーレント動作を確認している。ただし、超伝導量子ビットが半導体やほ

かの分野の量子ビットに対して明らかな優位性を持っているわけではなく、半導

体でもダイヤモンドのNVセンターや、スピン量子ビットなどの面白い動きが出て

きている。

Ｑ　 アメリカが量子コンピューティングに注目している最大の理由は暗号技術だと思

うが、それ以外にどのようなアプリケーションの可能性があるだろうか。

Ａ　 ショアのアルゴリズムの話をされていると思うが、そのアルゴリズムが量子コン

ピューティングで実用化されるのは、かなり先だろうと言われている。実験室レ

ベルでは数量子ビットがやっと実現できているに過ぎず、今の技術では実現には

ほど遠い。他には、光格子中の中性原子やボーズ・アインシュタイン凝縮等を使っ

た量子シミュレーションの可能性があると思う。

Ｃ　 テラヘルツ分光の将来性については、がん細胞や爆薬の振動数はテラヘルツであ

るので、テラヘルツ分光でこれらの検出が出来る可能性がある。空港で靴を脱が

ないですむようになるといった応用が考えられる。また、周波数が高いので、情

報輸送量が多くなる。

Ｃ　 テラヘルツ分光は必ずこの数年の間には物になると思う。既に、物性の測定等に

は相当役立ってきている。これから先、一般に使われるためには、テラヘルツの

発振器や検出器が必要になる。先ほどの立木先生のジョセフソン発振器に期待し

ている。

2.6　ｾｯｼｮﾝ4　計測基盤技術の開発
S4-1　マイクロ化学と単一分子計測／分析計測研究開発の課題

東京大学/JST　北森武彦

　反応、抽出、蒸留など化学の様々なオペレーションを集積化・デバイス化しようと
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試みている。ただ 1つのデバイスだけで何かを行うのではなく、これを分析装置、あ

るいは合成装置の中に組み込んで、初めて機能を持たせる。

　そのためには、液体と液体、あるいは液体と気体、固体と液体などを混ぜ合わせ反

応させる、溶媒抽出するなどの部品を、並列、直列に結びつけることにより、化学プ

ロセスを小型化し、これをデバイス化して目的の装置の中のセントラルケミカルプロ

セッシングユニットとして使うことを考えている。応用としては、医療診断、環境分析、

覚醒剤の分析、化粧品や医薬品の合成などがあげられる。例えば、抗がん剤の合成装

置では、27枚のチップを並列に並べるマイクロシステムも試作している。

図32

　マイクロケミストリでは、普通の1000分の 1程度のナノリットル～ピコリットルの

物質を扱う。このため、プロセスが高速化できるのが特徴であり、また、体積に比べ

面積が非常に大きいため、化学反応を行う上で有利となる。また、並列して処理する

ことで、ハイスループット化あるいはバルク生産なども可能である。

　マイクロケミストリを実現するためには、マイクロ～ナノ加工、精密流体制御、バ

イオプロセスなどの技術に加え、非常に高感度な検出装置も必要となる。例えば、体

積が1 μm3だとすると、この中には0.6分子程度しか含まれておらず、超高感度な検出

が不可欠である。 1つの有力な手段がレーザー誘起蛍光であるが、残念ながら蛍光分

子にしか適用できない。ケミルミネッセンスも有力であるが、単一分子レベルの計測

には至っていない。そこで注目しているのが、熱レンズ効果を利用した分光法である。

　マイクロチャネルの中にターゲットとなる分子が 1個あったとすると、これにレー
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ザーを照射すると、一旦励起状態に移り、やがて基底状態に戻る。その際に放射され

る熱により屈折率が100万分の 1程度低下する。こうして生じた熱レンズによる光の屈

折を計測すれば、ここの含まれる分子の個数が求まる。拡張ナノ空間と呼ばれる数百

nm程度の空間で計測すれば、ここを通過する分子 1個 1個をカウントできる。すでに

専用の装置を製品化している。

図33

　拡張ナノ空間では全く新しい現象も見つかっており、例えば、この中に入れた水は、

粘性の高いものになる。このような現象は、バイオロジーにも貢献できる可能性がある。

　マイクロケミストリの分野は、日本とアメリカが競り合いながら世界を先導してい

るのが現状である。今後、分子認証と分離、検出、インスツルメンテーションが重要

となろう。また、ナノバイオ、ナノフォトニクス、MEMSなどの分野との融合も不可欠

である。さらに、規格化やインターフェースユーザーの構築が戦略的にも重要となる。

S4-2　ものづくりとリンクした複合計測

Maryland大学/JST　竹内一郎

　多元複合計測システムの開発は、ソフトとハードを一体化したシステムエンジニア

リングに他ならない。特に、物づくりとリンクした多元複合計測システムの場合、膨

大な量のデータをいかにハンドリングするかが大きな問題となる。この問題を解決す

るための手段として、新しいタイプのデータマネージメントシステムの構築が必要と

なる。またこういったアクティビティーは、マテリアルインフォマティクスと呼ばれ

る新しい研究領域の一環として進められている。
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　材料研究の場合、例え同じ材料でも合成法が異なれば、材料の特性も異なる。また、

応用が違うと、物性の評価法も異なる。ここで、ワークフローの迅速化を図るためには、

ロボティクス、インフォマティクス、リモートアクセス、インターネット、ウエブを使っ

てのデータアクセスなどが必要となる。

　コンビナトリアルアプローチでは、一つのライブラリー上に最大で数千もの組成が

異なる材料を合成する。新しいハイスループット評価法も登場してはきているが、未

だに評価がボトルネックになっている。最近では、測定インフォマティクスという概

念が生まれている。また、データマイニングの重要性が増しており、いかに新しい知

識をデータベース化し、それからどのようにして必要な情報を取り出すかという取り

組みが、特に企業を中心に進んでいる。

図34

　我々も、MATLABとLABVIEWを使った独自のソフトを開発している。また、同ソフ

トを公開し、計測装置のメーカーに、データ形式の公開と統一を呼びかけている。X線

のデータに関しては、日本の複数のグループ（物質・材料研究機構、東大物性研）間

でデータの共有化を進めている。

　膨大な量の分光及びX線回析のデータから、迅速に新しい知識を引き出す目的で、我々

はメトリック・マルチディメンショナル・スケーリングという方法を用いている。す

べての回析スペクトラムに関してお互いの類似を表記するマトリックスを作成し、そ

れをまとめてプロットすると、グループ化できるようになる。これにより、異なる組

成の試料を、いくつかの構造に分離できる。我々はこの手法を、金属の 3元相図に応

用している。高速にデータを得る方法として、計算機化学も強力である。実験と計算
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との融合が今後の課題である。

　ハイスループット評価という観点では、複合計測の実現も重要である。例えば、

SPMの一種であるマイクロ波顕微鏡では、誘電率と抵抗が定量的に計測できる。同じ

装置を用いて、強磁性共鳴、ESR測定を試みており、これが実現できれば、電気特性と

磁性の同時測定が可能となる。

S4-3　アメリカの計測情報技術の最前線

Maryland大学/JST　竹内一郎

　欧米では、特にポリマー、触媒のハイスループット開発に力を入れている。

　ベルギーのFLAMAC社では、コーティング材料、ポリマー、酸化物材料の開発を手

がけている。装置は、データをいかにしてハイスループットに連結するかに主眼をお

きデザインされている。FLAMAC社では、まだシステム化されていないが、HTEという

ベンチャー企業では、システムエンジニアリングの観点から装置の連結を進めている。

図35

　ノースダコタ州立大では、州の投資により、ポリマー合成を中心にコンビナトリア

ル研究を進めている。分子量、FTIRスペクトル、表面のエネルギー、DSCデータなどの

ライブラリー化を進めている。まだ、別々の装置によるフォーマットの異なるデータ

であるが、その融合化にもチャレンジしている。

　シメックス社はコンビナトリアル材料開発野の老舗であり、現在でも最も進んでい

る。オラクルをベースにしたソフトウエアを開発しており、四つに分かれている。最
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初のライブラリースタジオでは、ライブラリーの設計を行う。例えば、混合粉の組成

などを指示できる。次のソフトウエア、インプレッシュニストでは、合成用ロボティ

クスを扱う。次の部分は計測の制御を担当する。最後のソフトウエア、ポリビューでは、

データマイニングを行う（現時点では、ビジュアライゼーションが中心）。前述のノー

スダコタ州立大、オランダのダッチポリマーインスティテュートでも、シメックスの

システムを導入している。

　触媒に関しては、すでに相当な量のデータが集まっている。無駄を省くため、デー

タを何らかの形で共有できないかとについても、検討が始まっている。

　ファンディングに関しては、ナショナルサイエンスファンデーション（NSF）の新し

いプログラム、サイバーエンネーブルド・ディスカバリー・アンド・イノベーションが、

上記データハンドルに関係した研究のこれからの資金源の一部になるのではないかと

期待されている。またアメリカでは、最先端の計測技術は軍関連の産業と関わっている。

ファンディングエージェンシーとしては、DARPAの他、最近、IARPAが設立された。

S4-4　話題提供

S4-4-1　近接場光学顕微鏡

慶應義塾大学／神奈川科学技術アカデミー 　斎木 敏治

　近接場光学顕微鏡開発の動機は非常に単純であり、回折限界の壁を打破するために、

例えば金属の薄いスクリーンにナノスケールの穴をあけて、その上から光を当てたと

きに、そのスクリーンの裏側にあけた穴と同じくらいの光のスポットをつくって、こ

れを顕微鏡に使おうというものである。実際には、スクリーンを試料上で動かすのは

困難なため、光ファイバーの一端を尖らせ、そこに金属をつけて先端に穴をあけてス

クリーンの代わりに利用する。これを試料上で走査することにより、高い空間分解能

で光学測定を行う。これは、開口型の近接場光学顕微鏡であるが、鋭い金属針の先端

にレーザー光を当て、針の先端に発生する強い局在光を使った散乱型近接場光学顕微

鏡も開発されている。
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図36

　近接場光学顕微鏡の歴史を振り返ると、1984年に、可視光近接場光学顕微鏡が誕生

した。その後、92年から94年にかけて、ベル研のベッツィーらによって非常におもし

ろい応用が提示され、それを契機に近接場光学顕微鏡の研究者の人口が増えた。

　それとほぼ時期を同じくして、河田先生らにより散乱型近接場光学顕微鏡が、大津

先生と私により開口型の近接場光学顕微鏡が開発され、現在の研究のトレンドとなっ

ている。開口型については、世界スタンダードのプローブを日本分光社から販売し、

我が国の近接場光学顕微鏡技術の基盤を支えている。

　性能の現状は、開口型につきましては、20～30 nmの空間分解能とリーゾナブルな

測定時間を達成している。散乱型にいても、10～20 nmの空間分解能と、 1本のカー

ボンナノチューブのラマン分光が行える高い感度を持っている。

　産業応用上の問題点としては、プローブの個体差によるデータ再現性が不十分であ

る点があげられる。これを解決するには、長期安定的な資金面でのサポートが必要で

ある。また、凹凸構造がもたらす不要なコントラストを低減するなどの工夫も必要で

ある。

　新たな展開についてみると、空間分解能はほぼ限界に近づいてきている。これを打

開する、新しいメカニズムの採用が望まれる。応用上重要な感度の向上については、

アンテナ構造、プラズモニクスをつくった増強などの検討が今後必要となる。

　測定波長は、赤外、テラヘルツと、どんどん長い方に向かっている。フェムト秒技

術との融合も、歴史は長いが、今後も技術開発が必要である。

　そのほか、新しい測定対象や応用領域の開拓を考えていくべきである。ここで、長

期的視野に立った基礎研究が、特に重要である。
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S4-4-2　iPS細胞を機軸とした再生医療へ向けた先端計測技術の開発

JST 石井哲也

　山中伸弥教授（京大）により見出されたinduced Pluripotent Stem Cell（iPS細胞）は、

一度分化した細胞の若返り、すなわちリプログラムし、普通のラボで可能とした汎用

性の高い手法である。さらに、従来からあるヒトEmbryonic Stem Cell （ES細胞）が抱

えている倫理的な問題を回避し、また再生医療、特に細胞を移植する治療の開発にお

いて、免疫拒絶反応がないなどのメリットをもつ。セル誌への発表後の反響も大きく、

MITやハーバードで追試や実験動物での治療効果の実証実験が行なわれた。

　米国でのファンディングへの対応はすばやく、カリフォルニア州やNIHがファンディ

ングを開始した。JSTでも、今月末にCREST、さきがけによるファンディングを開始する。

　再生医療の開発には、いくつかのステップが考えられるが、今後計測等の技術が必

要になるのは下図の 4と 5である。

図37

　具体的に計測に関連すると思われる例を以下にあげる。細胞を分取するには、フロー

サイトメーター（FCM）という方法が使われるが、iPS細胞を分化させてそのまま移植

すると腫瘍ができる可能性がある。これを防止するには、iPS細胞を完全に除き、治療

用細胞だけに純化することが必要であり、FCMの高性能化、すなわち、精密非侵襲のソー

ティング技術の開発が重要になる。さらに、残存するiPS細胞を検出するというゲーティ

ングの技術も大事である。

　このようなテクノロジーは、例えばGMP生産で細胞を大量に増殖する、あるいは選

別していくといった産業的を強力に支援する。また、MRI技術の進展も望まれる。実際

に臨床試験では、移植細胞が生着したという確認を非侵襲で行う必要がある。しかし、
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現在のMRIでは、組織程度の観察しかできない。また特に、膵臓のような臓器の場合観

察が難しく、造影剤の開発も必要となる。一方で、高分解能の観察が進むと、インフォ

マティクスも重要となる。

2.7　総合ディスカッション・イントロダクション
計測・分析支援産業からの問題提起

（株）東レリサーチセンター　石田 英之

　日本の企業における研究開発費は、年間約12兆円が使われており、大学・公的機関

の研究開発費を含めると国内における研究開発費の総額は約18兆円／年（2006年）に

なります。民間企業の12兆円のうち、分析関連費用は大体 6％（約7000億円）を占め、

その約30%（約2000億円）はアウトソーシングされているという調査結果があります。

経済産業省・特定サービス産業実態調査によれば、H15年度の研究開発支援事業は、約

2000億円と前回（H12年）の調査に比べ大幅に伸びています。環境分析事業も1700億

円くらいあります。日本の分析機器製造産業の規模は意外に小さくて、昨年で4000億

円程度です。研究開発支援、環境分析、臨床検査を入れると我が国の分析関連産業は

1兆円規模になります。分析支援事業が分析機器の売り上げと同等くらいの規模に成

長してきています。その背景として、品質、納期、価格、自前主義からの脱却による

アウトソーシングの増大や分析装置の高度化、高コスト化、それと一番重要なのは高

度な分析技術者や熟練した技術者が不足している事等が挙げられます。企業ではロー

テーションがあるため、なかなか熟練技術者が育ちません。このような背景から、分

析支援産業は、単なる外注先から共同開発のパートナーとしてのの役割を担いつつあ

ります。

　先端・基幹産業の現場からの計測・分析のニーズの例を以下に示します：。

・分析結果の再現性・信頼性（プロセスへのフィードバック、品質管理他）

・前処理技術の開発（情報の質的向上、感度･精度向上）

・空間分解能・感度の向上（微小領域、極微小試料）

・元素から構造情報へ（解析手法の高感度・高空間分解能化）

・イメージング（分析結果の視覚化（見える化）、TEM3Dトモグラフィ）

・解析ソフトの開発（情報の高度化・解析力向上）

　また、先端産業のニーズに寄与する分析技術・分析機器の具体的な開発例として、

①極微小物の構造解析、②薄膜の高精度深さ方向解析、③シリコンの微小部の応力解

析を紹介します。

　極微小有機物の構造解析の分析ニーズは広範な分野で多くあり、欠陥、汚れなどの

様々なトラブルに関連した原因解析があります。微小物の元素分析は十分可能ですが、

微小有機物の構造解析のが難しいのです。有機物の、例えば 1ミクロン立方体は約 1

ピコグラムですが、サブナノグラム程度の微小物を解析する技術は、顕微赤外や顕微
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ラマンという振動分光法以外に有用な手法は今までありませんでした。微小物の質量

分析による構造解析が可能な手法として、私どもではμ-MSという技術を開発しまし

た。図37には俯瞰マップの一つの例かもしれませんが、感度と空間分解能とどれだけ

化学的な情報が得られるかという化学情報能を軸にしたマップを示しています。世の

中には分析手法がたくさんありますが、極微小物の構造解析ができる手法は限られて

います。顕微赤外、顕微ラマンを補完する手法としてμ-MS（microsampling mass 

spectrometry）を開発しましたが、まだ空間分解能が不足しています。図37に示す三

つの軸を満足する微小部分析の手法として将来有望なのはTOF・SIMSだと思います。

図38

　 2番目は、薄膜の高精度深さ方向分析の開発例です。深さ方向の元素分析をする方

法は、オージェ電子分光、EPMAやSIMS等たくさんありますが、10nmや100nmレベル

の表面層について化学構造の分析ができる分析方法はありませんした。このようなニー

ズに応えるため、ダイヤモンドの刃で高精度で薄膜を切削する、“Gradient Sharing 

Preparation”という方法の実用化に取り組んでいます。実際のレジスト薄膜の例です

が、例えば400nmくらいの薄膜を斜め切削しますと400nmの厚みから200μmから500

μmくらいの長さの切削面が得られます。実際に切削面を粗さ計ではかりますと、切

削の角度が0.04度くらいにうなっています。切削面を各種のマイクロプローブ法で分

析すれば高精度な深さ方向を分析ができます。これは、いかに計測・分析機器と計測・

分析ニーズのインターフェースに前処理技術が必要であるかを示す例の一つだと思い

ます。

　 3番目は、ひずみシリコンというものが現在実用化されようとしており、シリコン

にひずみをつけてモビリティーを上げています。微小部のひずみを正確にはかること
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が必要であり、これまで近接場ラマン分光装置で、実用的なシリコンの歪を正確に計

測した例がないため、私どもは、日立ハイテクノロジーと組んで、ひずみと欠陥を光

の回折限界以下で同時にはかる新しい装置を開発しています（NEDO委託事業）。

　先端デバイス・材料の計測・分析における今後の課題は、以下のようなことだと考

えられます：

・表面分析技術の進化（マイクロビーム化、高感度化・ハイスループット）

・電子顕微鏡の要素技術の進歩（解像度とかEELSの分解能、トモグラフィー、検出器）

・SPMの技術の展開（アトムプローブ、分子・原子操作、加工・反応）

・ナノ分光分析（近接場分光技術）

　放射光の利用（X線のマイクロビーム化、光電子顕微鏡他、XAFS顕微鏡他）

図39

　最後に、図39に、数年前に作成したものですが「ナノ分析の今後の展望 」－ロードマッ

プ－を示します。
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総合ディスカッション　
●計測シーズについて

C　 将来的に科学は、自然界域で実在するものをそのまま計測するという方向へ必ず行

くと思う。今ある最新の手法に加え、あるがままに物を「見る」という姿勢が大変

重要になると思う。現在、真の意味でin vivo、 in situで計測分析が可能な技術はラ

マンである。線形及び非線形のラマン、近接場も含めて日本のラマン技術は非常に

高いと思うが、残念ながら産業界レベルでの利用はまだ。つい最近、我々は生細胞

中にトランス型の脂肪酸を発見しました。in vivoで見分けられるのはラマンしかな

いのではと思う。大きな産業基盤を築く必要があると思う。

C　 ラマンがバイオに使えるといって機器開発の研究者が一生懸命研究しても、実際の

マーケットでは、半導体と材料評価分野でラマンは売れ、バイオ分野では日本では

殆ど売れていなのが実情。近接場顕微鏡も、バイオ・医療分野になると、マーケッ

トがなかなか新しいものを受け入れる環境にないように感じる。技術があって、装

置が開発されても、マーケットにつながらなければ、企業での開発意欲の低下につ

ながる。

　 　医療分野では、その昔、超音波診断装置や、X線CT等が日本へ入ってきた時、超

音波の絵が、何が何やらわからないと医者の多くから不満が出ていた。ラマンも同

様。そのためには、解析技術（ソフト開発）を育てないと成立せず、先行的に標準

化できていないと前へ進まない。

C　 企業のものづくり現場での立場から言えば、ラマンがダイナミック変化をとらえる

有効なツールとして役立つことはわかっているが、一方で開発リスクが大きい。

●産業規模ついて

C　 計測機器の市場は、利用者側の産業規模と利用者のニーズによると思います。例

えば日本のバイオ産業では、 1兆円いっているか程度。臨床マーケットは何十兆円

規模。半導体は、電子機器を入れると10兆円を超えて、半導体デバイスで 6兆円。

半導体は、やはりストレス評価等ができないと、幾らシミュレーションをしていて

も次のステップに行けない。よって、次世代半導体で32ナノとか40ナノのレベル

になると、分析計測ができないため品質管理がクリアできず、実用化できない。そ

ういう意味で、シリコンのストレスの評価というのはやはりすごくニーズがあると

いうところで、産業に直結している。

●シーズとニーズのマッチングについて

C　 アメリカは、大学が民間のニーズをとらえる努力を一生懸命やっている。ヨーロッ

パは民間企業が大学に相談に行くから、必然的に大学に民間のテクノロジーの情報

が集まっている。日本は、企業が大学に対してきれいなシナリオだけのスタティッ
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クな情報しか求めない状況にある。ただ、日本にはテクノロジーがある。要するに

団塊の世代が培ってきたテクノロジーを顕在化させる仕事、暗示値を形式化する仕

事を団塊の世代の責任として何とかしないといけないという思いがある。そこにテ

クノロジーの動的計測という形で物を持っていければという思いがある。

C　 きちんと産業界の本当のニーズと本当のシーズをまじめに突き合わせ、何がどれだ

け大きいかということをやる作業が、ベーシックに必要だと思う。また、キーとな

る計測のドライバーが何かということを見出す作業も必要。例えば、電子線関係の

技術、組織を見るとか、分布を元素マッピングするとか。最初は多分金属をドライ

バーとして、金属学会とか鉄鋼業がすごく必要だということで計測が頑張ってそれ

をつくっていく。それをスピルオーバーというか、その技術を使って今度は半導体

産業が勃興した経緯から、半導体産業がまさにその技術を使い、主従が逆転し、今

度は半導体産業がある部分の計測のドライバーになった。それでFIBができ、断面

TEMが見えたり、EELSが伸びたり、いろいろな形で半導体が伸びている。

　 　また、高付加価値の鉄鋼で、今度はそれがテクノロジードライバーになるのでは

ないかという予感がする。例えば半導体産業で必要とされるドーピングプロファイ

ルの濃度と、それから鉄鋼業界が必要としている不純物の濃度は、はるかに鉄鋼業

界の方でレベルが高いということと、それから一けた上がればもっといいことがあ

る。このように、様々な計測の諸技術に対してテクノロジードライバーなるものを

探す。見えているテクノロジードライバーではなく、本当にポテンシャルのあるテ

クノロジードライバーを見つけるのはニーズ側とシーズ側の人が本当に懸命に話し

合わないと出てこないのではないかという気がする。例えば、半導体のムーアの法

則、半導体ロードマップがあれほど強力な理由は、経済原理が根底にあるから。物

事を小さくしていくと、ビットコストがどんどん下がり経済的に成立する。また、

機能を小さくすればスケーリングで速くなるし、エネルギー消費が少なくなる。

C　 日本の分析機器メーカー（外国の代理店含む）の営業は、企業のニーズをつかみ、

わかっているが、現実的にそれに応えるシーズがないという状況。アメリカ等は、

インターフェースがしっかりしている。日本はインターフェースが少なく、インター

フェースをどのくらいにしていくかというところが重要。

C　 当たり前だが、ニーズ・シーズ論で、生産現場で何が問題になっているかというの

は企業秘密。そうなると、企業に求められることは、幾つかある具体的なニーズを

抽象化・一般化し、言ってもらうことが重要。

C　 現象ごとの個別シーズの話になると、たくさんのもうかるような大量の先端計測機

器ではなくなりベンチャー対応になるかと。そうしたとき、どういう形で先端計測

的な、少人数でもいいから技術が蓄えられていく仕組みをつくるのか。

C　 アメリカの質量分析学会は、数千人規模の非常に大きな学会で 4日間くらい行われ

ます。 1日当たり600件くらいの発表があり、野球ができるくらいの会場に、その
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ポスターの周りが全部企業など、あるいは大学のベンチャーというところが全部囲

んでいます。その距離はたった数メートルしかない。そういうところで、例えば人

買いをやったり、あるいは新しい発表を見て、一緒に企業としてやりましょうとか、

そういうことがごく当たり前のように行われていた。逆にアメリカがそれではあま

りにも近過ぎて、その弊害を考えないといけない状況になっているようだが、日本

はまだまだと感じました。そのようなシステムつくりは、垣根を低くする一つの方

法ではないかと思う。

C　 アメリカと日本では、軍事予算が大きな違いです。DARPAでやった軍事研究の成

果が、最終的には現在産業で使われている例が多い。例えば、先日陸軍のファンディ

ングの会議へ行ったところ、サイエンスフィクションの映画を出して、「こんなも

のをつくって下さい」という。そういうことをやることで、部分的に成功するテク

ノロジーが出てくるようになる。そういう意味で、リスキー（クレイジー）な研究

をやる機会を与え、研究者生命を担保することは重要。

C　 大学人としては高いレベルの企業ニーズに応じた研究をしたい。例えばほかの企業

はやっていないけれども、これを事業化したら非常に大きなものができるというよ

うな高いレベルのニーズというのは、まだ余り産業界から出ているという感じがし

ない。

Q　 分析機器工業会も企業と大学の接点になり得る活動をしているのではないか。

A　 今一番気にしているのは燃料電池やエネルギー関係の分析の話だが、まずこの辺の

話は、企業から話を聞くことができない。受託分析メーカーもほとんど秘密保持契

約を結びユーザーとやっており、当然今開発でしのぎを削っているところは、今一

番肝心なところ。

　 　ニーズというのは多分二つあり、一つは新しいものをつくるためにどうするか

というニーズ。それから、大体プラザ合意があった1987年くらいから、あの前は、

実は割に円安だったので、分析機器メーカーはみんな景気がよく、田中さんがノー

ベル賞をとったような基礎研究にお金を使う余裕があった。ところが、プラザ合意

の後、経営が悪化し、なお且つグローバル化でリターン・オブ・エクイプメントの

ようなものが求められるようになり、ますます研究費も減らされた状況。分析企業

の場合には、グローバル化による悪影響というか、なかなか企業としてはそのよう

にはいかないという状況がある。

●プロトタイプ実用化について

C　 機器開発は、装置・プロトタイプをつくった後が大事。プロトタイプができました、

論文を書きました、研究期間が終わりました、お金が出なくなりましたからそれで

おしまい。これがほとんどの装置づくりの今までの事業の実態ではないかと思う。

それをさらに性能を実証し、世の中の役に立つということをデータで示す。日本発
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のオリジナルな技術と装置ができたならば、その実績をきちんと世の中に示せる形

でアドバンテージを確保した上でオープンにしろと、そうでなければ真の日本の科

学技術のかさ上げになっていない。

　 本論に戻るが、このような問題点をクリアするため、JST先端計測分析技術機器開

発の事業の第 3ステップに、プロトタイプ実証実用化プログラムがまもなく公募を

開始する。これは、プロトタイプまで来てすばらしい性能を持っているが、それを

本当にユーザーとして立派な方々がそれを使い、もうちょっとこのように直してく

れとか、これはソフトが甘いではないかというようなものを全部組み込んで、そし

て、それを製品として販売するという三位一体のような形で一遍製品化への道筋を

立ち上げてみてはどうかという、ある意味では日本で今までなかった事業。それを

活用しながら、計測バリアを超え、新しい展開を目指していきたい。

C　 プロトタイプ新事業の画期的な事の一つは、日本の国がつくった機器を海外のユー

ザーが利用するということも辞さない点。何事もオンリーワンで世界初だとすると

実績がない。実績がないと買わないという悪循環だが、もう 1回フィードバックルー

プをつくり、データのn数をふやすというような形で実績をつくれば、それで波及

効果が出る。
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Appendix 1: 事前アンケート
　本ワークショップ開催にあたり、事前に参加者の意見を整理し、当日の議論の資料とするために

以下のQ1からQ10の内容のアンケートを行った。またアンケート結果を整理し、一覧表とした。

アンケート内容：

A．イノベーションを誘発するための方策について

Q 1．イノベーションファクター

　産業にイノベーションを誘発するためには如何なる進歩が、計測・分析技術に必要と思われるか

についてお答え下さい。ご自身が研究開発に従事される代表的な技術分野、あるいは特に興味があ

る技術分野を一つ取り上げ、その名称（技術／機器名）を下欄にご記入頂き、進歩・改善を目指し

た項目で近いと思われるものを以下より選択・記載して下さい（複数選択可）。また、進歩・改善

項目について、定量的な目標（空間分解能、時間分解能、試料ボリューム、等）があれば、下欄に

「現状値」および「目標値」をご記入下さい。

計測・分析技術名：　

□信頼性向上　　　　　　　　　□複合化　　　　　　　　□低コスト

□高感度化　　　　　　　　　　□高速化（試料調整）　　□互換性向上

□多元化（マルチチャンネル）　□高速化（データ収集）　□接続性向上

□多元化（マルチスケール）　　□高速化（試料解析）　　□小型化

□タフネス化　　　　　　　　　□簡便化　　　　　　　　□新科学原理の応用（例：ナノ計測等）

□その他（　　）

現状値：
目標値：

Q 2．タイムスケール

　Q 1で挙げられた技術課題の達成は、下記のどのタイムスケールに対応すると思われますか？ま

た、その理由について、可能な範囲で具体的にご記入下さい。

□達成間近　　　　　　□ 5年以内　　　　　　　□ 5～20年　　　　　　　□20年以上

理由：　

Q 3．国際的位置づけ①

　Q 1に挙げられた計測・分析技術について、我が国は、

□世界をリードしている　　　　　□欧米と同レベル　　　　　□米国と同レベル

□欧米より劣る　　　　　　　　　□その他（　　）
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Q 4．国際的位置づけ②

　Q 3の回答について、競争相手である欧米諸国の代表的な機関名と具体的な技術についてご記入

下さい。

米国：　
技術：　
欧州：　
技術：　

Q 5．研究開発、技術展開、社会普及における国際競争力確保に関する主要因子

　以下の項目について、主要因子として重要だと思われるものを以下より選択・記載して下さい（複

数選択可）。また、選択頂いた項目について、その効果、実施方法等についてご意見があれば記載

願います。

□施策（税制、調達）　　　　　□研究開発資金援助　　　　　　□人材育成

□国際連携　　　　　　　　　　□基礎研究　　　　　　　　　　□異分野融合

□シーズとニーズの交流　　　　□その他（　　　）

実施方策等ご提案：　　

Q 6．「科学シーズと産業ニーズをつなぐ先端計測」の課題設定について

　医学分野では、基礎医学、疫学の基礎研究から臨床医療までの経路に、分断された専門分野、人

材交流、法的規制等の多くの問題があり、これらのバリアを低減し基礎から応用への展開をスムー

ズにするため、Translational Research というコンセプトの戦略研究が始まっています。法的規制

の問題は医学ほど大きくはないとしても、基礎と応用（産業）をスムーズに連携するための技術的、

人的、資金的、社会的問題は先端計測の分野でも重要と考えます。

　今回のワークショップでは、”Translational Measurement Research”という分野の開拓も視

野に入れています。この視点に関する妥当性、ご意見を以下の欄、または当日のご発表、全体討論

に反映させていただけると幸いです。

”Translational Measurement Research　（TMR）”のコンセプトについて、

　□賛同する　　　　　　□賛同しない　　　　　　□どちらともいえない

　また、コンセプトを具体化するとしたら、どのような課題が必要だと考えますか？

課題：

（課題の例）（例 1）TEMの高解像化と長年の収差補正基礎研究、　（例 2）情報新産業創出への

Qbit計測、　（例 3）ナノテク産業化に備えたナノ材料の危険性評価

参考（ご自身のご専門分野について）

Q 7．研究/産業分野

　ご自身が従事される計測・分析研究開発の出口は、どの産業分野に属しますか。なお、基礎研究
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を指向されている場合は、当該研究成果がどの産業分野へ貢献できると想定されるかお答えくださ

い（複数選択可）。

□建築・構造物　　　　□ITソフトウェア　　　　　 　□材料

□化学　　　　　　　　□エレクトロニクス　　　　　□ナノテクノロジー

□安全・安心　　　　　□エネルギー　　　　　　　　□食品・農林水産

□機械　　　　　　　　□環境　　　　　　　　　　　□生活（娯楽・スポーツ）

□ITハードウェア　　　 □医薬医療／バイオテクノロジ　　□その他

Q 8．計測・分析対象

　Q 7についてご自身の計測・分析対象／現象は、具体的にどのようなものですか（複数回答可）。

課題：

例：　エアロゾルの組成、　燃料電池における水素イオンの挙動、　タンパク質の構造、など

Q 9．計測・分析セクター

　ご自身の研究開発テーマ（技術）は、どの計測・分析セクターに属しますか。近いと思われるも

のを選択して下さい（複数選択可）。

前
処
理

□薄膜・表面加工

電
磁
波
・
励
起
ビ
ー
ム

□ SR光

分
離
分
析

□クロマトグラフィー
□抽出・濃縮 □テラヘルツ光 □膜・フィルター
□ラベリング □赤外・ラマン光 □遠心分離
□溶解 □可視・紫外光 □抽出・蒸留
□その他 □X線 □質量分析

近
接
プ
ロ
ー
ブ

□電場 □ガンマ線 □電気泳動
□磁場 □レーザ □磁選
□マイクロ波 □電子線 □遠心分離
□電磁波（光） □陽電子線 □熱分析
□力 □中性子線 □その他
□熱 □イオン線 □センサ・デバイス
□イオン □プラズマ・ICP □ｿﾌﾄ（ｿﾌﾄｳｪｱ、ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ）
□複 □音波・超音波 □標準品（物質、試料、試薬）
□その他 □その他 □その他（ハイブリッド化等）

Q10．関連する主な研究開発目的／産業プロセス

　ご自身が従事される（従事された）計測・分析開発にかかる、主な研究開発目的、あるいは産業

プロセスはどれですか。近いと思われるものを選択・記載して下さい（複数選択可）。

□現象発見・解明／発見・科学的知識のストック　　□現象発見・解明／概念証明

□プロセス改善／設計　　　　　　　　　　　　　　□プロセス改善／プロトタイプ製作

□品質・性能保障／工程管理　　　　　　　　　　　□品質・性能保障／品質管理・性能評価

□その他（　 　　）
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Q11．その他自由コメント（if any）

コメント：

以上、ご協力有難うございました。
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計測・分析
セクター

Ｑ１．イノベーションファクター

計測・分析技術名 進歩・改善を目指した項目 現状値 目標値

近接プローブ 原子間力顕微鏡（AFM） 複合化、高感度化、高速化（ﾃﾞｰﾀ
収集）、簡便化、新科学原理の応用

１． 現状値：水平空間分解能（原子識別・
操作・組立への応用）

　　 現状値：垂直空間分解能（原子識別・
操作・組立への応用）

２． 現状値：時間分解能（ナノスケー
ルのダイナミクス、特に蛋白質等
の溶液中ダイナミクス応用）

目標値：1pm（真空中）
目標値：0.1pm（真空中）
目標値：10msec以下（原
子分解能、液中/ガス中
/真空中）　　

近接プローブ 近接場光学顕微鏡 信頼性向上、高感度化、新科学原
理の応用

20～30 nm 10 nm （高い再現性を要
求）

近接プローブ 3次元アトムプローブ 高速化（試料調整）、簡便化 針状試料作製に時間と労力が必要・電
界応力による試料破壊の頻発

試料作製法のルーチン化、
レーザー補助による試料
破壊頻度の低減

電磁波・
励起ビーム

電子顕微鏡 複合化、低コスト、高感度化、高
速化（試料調達）、高速化（データ
収集）、タフネス化、簡便化

TEMの元素分析用特性X線のエネルギー
分解能が130eV程度／ TEMの球面収差
補正技術に目処がついた

10eV以下の高エネルギー
分解能の実現／ TEMの色
収差補正も同時に満足で
きる技術開発。

電磁波・
励起ビーム

テラヘルツ計測 高感度化、高速化（データ収集、
試料解析）、小型化、簡便化

電磁波・
励起ビーム

テラヘルツ　電磁波発振と計測 小型化、新科学原理の応用 0.5THz-3THz（テラヘルツ波の振動数） 0.5THz-5THz

電磁波・
励起ビーム

短期（5年）には　赤外/ラマン分光（赤
外自由電子レーザー分光、多角入射
分解分光、ATR法、増強ラマン分光、
など）およびテラヘルツ分光、和周
波分光など/長期（20年）には　テラ
ヘルツ分光を含む電磁波のすべてか
ら超音波までを含む振動分光の、「マ
ルチスケールスペクトロスコピー」
の実現を期待する。

複合化、高感度化、多元化（マル
チスケール）、高速化（データ収集）、
高速化（試料解析）、小型化、」タ
フネス化、その他1（スペクトルの
微細な時間軸変化の高精度検出）、
その他２（三次元空間マッピング）
その他３（空間分布情報の時間軸
変化の高速検出）

平面分解能～1mm＞薄層の厚み方向分
解能～10nm　　時間分解能～1sec

薄層の厚み方向分解能
1nm ～100μm　 か つ　
時間分解能　0.１msec　
＋マッピング機能

電磁波・
励起ビーム

Ｘ線分析 複合化、低コスト、高感度化、小
型化、新科学原理の応用

装置の規模に依存する ハンディー装置でも大型
装置に匹敵する性能

電磁波・
励起ビーム

イオンビーム分析 複合化、高速化（試料解析）

電磁波・
励起ビーム

ナノTOF-SIMS 空間分解能　1-2μm 空間分解能　100　nm　
　レベル

電磁波・
励起ビーム
／分離分析

質量分析 信頼性向上、低コスト、高感度化、
小型化、簡便化、その他（ソフトウェ
ア、分解能）

電磁波・
励起ビーム
（その他）

X線回折法において用いられる高速1
次元検出器　商品名　D/tex Ultra

信頼性向上、低コスト、高感度化、
互換性向上、多元化（ﾏﾙﾁﾁｬﾝﾈﾙ） 、
高速化（データ収集）、高速化（試
料解析）、簡便化

計測率　100万cps
エネルギー分解能　20％　以下

計測率：100万cps
エネルギー分解能　40％
以下

その他
（検出）

光サンプリングオシロスコープ，単
一光子カウンター／　赤外カメラ，
単一分子・化学分析

高感度化、高速化（データ収集）、
多元化（マルチスケール）、小型化

分離分析 高速液体クロマトグラフィー（HPLC）
の製品開発（S-1）

高速化（試料解析） 代表的な高速分析時間　50s 代表的な高速分析時間　
5s

分離分析 超高速DNAシーケンサー
（ナノポアシーケンサー）

低コスト、高感度化、高速化（デー
タ収集）、簡便化、新科学原理の応
用

1000ドル ヒト遺伝子解析
実現

分離分析 μケミストリー（液クロの送液部、
分離部、検出部等を一体化したイメー
ジのμ分離分析装置ないし類似の装
置システムを想定した場合）

信頼性向上、低コスト、簡便化 μシステムを構成する部品に規格が無く、
モジュール化もされていない。システムの
構成が研究者によってバラバラで互換性も
ない。よって、システム構成にあたり連結
部の標準化が決定的に不備。連結に当たっ
て個人的な能力差が大きい。

規格化、モジュール化を
世界的に進め、構成した
システム性能に個人差が
入らないようにする。

その他
（システム）

機能酸化物薄膜における酸素欠損の
定量化

高感度化、新科学原理の応用 現在directに計れる方法はほとんど存在
しない。

stoichiometric formulaの
5～10％ぐらいで感知でき
ないか

その他
（システム）

生成物のその場分析・同定が可能な
ナノ材料（粒子）合成システム

複合化、高速化（試料調整、デー
タ収集、試料解析）、簡便化

その他
（システム）

生体情報の遠隔・常時計測と送信システム
（医療機関に出向かずとも心拍数、呼吸音、
血圧その他の非侵襲的な測定項目等の計測
により日常の健康状態を把握し、直ちに医
療機関に電送可能な小型携帯機器）

複合化、低コスト、高感度化、小
型化、簡便化

●アンケート結果
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Ｑ２．タイムスケール
Ｑ３．国際的位置づけ①

Ｑ４．国際的位置づけ②

理由 米国 技術

５年以内 １.５年以内で実現しないと価値が激減する
２. 金沢大学の安藤教授のグループがかなり良い所に来て
いる

世界をリードしている IBM Almaden
Dr.Heinrichグループ
（旧Eiglerグループ）

極低温AFM

5～20年 研究者人口が多いとは言い難く、競争が十分におこなわ
れていない。研究者人口が少ない理由の一つとして、地道
な装置開発、性能向上は評価されにくく、現場の研究者に
とってモチベーションが高まらないことが挙げられる。

世界をリードしている ロチェスター大学 散乱型近接場光学顕
微鏡

5年以内 FIB微細加工法の進展とレーザアシストイオン化の最適条
件探索

欧米と同レベル Imago Scient ific, 
Oak Ridge National 
Lab

Loca l  E lec t rode  
Atom Probe

5年以内 電子顕微鏡の要素技術開発として、マイクロカロリメト
リEDS法が検討され、TEMへの実用装着のための技術立証
の段階に進んでいる。また収差補正技術がドイツで開発
され、その後、世界中で色収差補正技術開発が競合状態
にある。

欧米と同レベル TEAM　プロジェクト 色収差補正や5次以上
の球面収差補正技術
を開発中。

5～20年 食品検査や現在進められている郵便物検査システム等身
近なテラヘルツ計測の実用化は５年以内に行われると考
えられるか，医薬医療への応用に関してはデーターベー
スの確立等いろいろ解決しなければならない問題があり，
目標達成のためには5～20年は要する。

欧米より劣る　もしくは、　
欧米と同レベル

Rensse laer  Po ly -
technic Institute

イメージング技術，
安全・安心への応用
技術

5～20年 新しい機構よるレーザーテラヘルツ波の発振に成功した
ところなので、医学等に応用できるまでの技術達成には
数年が必要と思われる

世界をリードしている ｱﾙｺﾞﾝﾇ国立研究所 テラヘルツ波発振素
子作成とテラヘルツ
波測定技術

5～20年 界面近傍のみの増強スペクトルの1msecオーダーの時間
軸解析は3年以内に達成可能。100μmまでのナノ～マク
ロに至るダイナミックレンジを保ちながら、0.1msecの
時間分解能が達成されるのは5年以上掛かる。20年後には
最低でもpsecオーダーの時間分解能と安定性を保ちなが
ら、現場のナノからマクロに至る表面・バルク・界面の
相構造の発展が～ o.1nmから100μmまでリアルタイム
に把握できるようにすべきと考える。

その他（1msecの時間分解能ニーズに向
けた技術開発は欧米でも日本でも進んで
いない）

Aspectrics社
Axsun instruments社

光ディスク回転干渉
型FTIR（現場安定性、
0.1msec時間分解能
の可能性）
MEMSセンサー搭載
ラマン分光（対環境、
時間軸安定性）

5年以内 ミニクロトロンの利用を除けば、部分的に実現しつつあ
るため

世界をリードしている NIST、
ロスアラモス研

Ｘ線分析用 光学装置

5年以内 イオンビーム分析とXPSの複合化による化学状態も含めた
深さ方向分析に関しては、基礎的な部分の検討が進んで
いるが、実際に複合装置の設計・製作と実証に数年が必要。

欧米と同レベル ALIS Corporation 高輝度ナノビーム用
イオン源

5年以内 一次イオンビームのマイクロビーム化、　二次イオンの検
出感度の向上

欧米より劣る アルバックファイ

20年以上 新しい装置ができれば新しいアプリケーションが切り開
かれ，また新しいアプリケーションに用いようとすると
新しい装置開発が必要となり，いつまでも終わることは
ないと考える．

その他（大学ﾚﾍﾞﾙでの装置開発では世界をﾘｰ
ﾄﾞしている部分もあるが,企業の技術は劣って
いる.近年の質量分析装置は（他の分析装置も
同様と思われるが),ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化され,ｿﾌﾄｳｪｱ
の締めるｳｪｲﾄが大きくなっている.しかし日本
はｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開拓も含めたｿﾌﾄｳｪｱが弱い.）

Purdue Un ive r s i t y ,  
Johns Hopkins Univer-
sity, Florida State Uni-
ver s i ty ,  Vanderb i l t  
University School of 
Medicineなど．

イオントラップ，
飛行時間型，
FT-ICRMS，
イメージング質量分
析など

丁度　完成したて数ヶ月になる。競合他社より送れるこ
と4年以上
5年以上の計画は　空間分解能が高く、計数効率の良い、
大面積の2次元検出器の開発

欧米より劣る

達成間近、
5年以内、
5～20年

ディジタル技術の進歩で1ps以下が評価できるサンプリン
グは可能になりつつある．単一光子を光通信帯で観測す
ることも同様．CO2等の化学物質の排出を可視化するカ
メラはプロトタイプはできている．フォトニック結晶に
よる微小分析は今後の展開．

世界をリードしている
欧米より劣る

ﾛﾁｪｽﾀｰ大，ﾒﾘｰﾗﾝﾄﾞ
大，ﾆｭｰﾒｷｼｺ大など
（DARPAの助成を受
けている機関）

赤外カメラ，
単一分子・化学分析

5～20年 液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰの過去50年間を俯瞰すると15年間当りお
よそ1桁の高速化がなされてきたため

欧米より劣る Waters社、Agilent社 超高速液体クロマト
グラフィー（UPLC）、
マイクロチップ

ナノポア形成技術の構築とDNA塩基認識計測技術の構築
のための開発研究が必要。半導体微細加工技術を更に高
度化し、電気的（電気化学的）計測技術も高度化が必要。

欧米より劣る
世界的に各種シーケンス方式の検討がなさ
れているが、ナノポア方式については日本
での研究開発体制が大幅に遅れている。取
組構想がある機関は日本で1～2カ所？

Harvard University,  
Stanford University, 
University of Illinois  
等

5年以内 5年以内に達成できなければμケミストリー自体の独自ア
イデンティティの確立ができなくなり、その技術の系統
的・組織的な実用化が困難になる。

欧米と同レベル ハーバード大 μフルイディクス

5～20年 特に試料上酸素欠損の空間マッピングができるようにな
るまでには全くの新しい技術の開発が必要であろう。現
在のところ、逆に薄膜作成の時点でいかに酸素量をコン
トロールできるかということがstate-of-the-artである。

世界をリードしている 上に述べたように直接
測れる技術はほとんど
存在しない。酸素量を
制御しながら膜の作
成という面からだと、
Penn StateのMBEのグ
ループが進んでいる。

5～20年 必要な要素技術はある程度そろっていると考えられる。
しかし、ナノ粒子に適切に対応するための分析法、分析
試料の前処理、スケールアップ（合成速度の向上→分析
速度・スループットの向上）など、必要に応じた開発が
必要である。

欧米と同レベル
米国と同レベル

カリフォルニア大
（バークレー）

ﾏｲｸﾛﾘｱｸﾀｰを使ったin-
situ解析を行いながら
の粒子合成

5年以内 この機器を利用する緊急性が社会にどの程度あるかにつ
いて、よく分からない。しかし要素技術面では、5年程度
で対応できそうに思われる。
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Ｑ４．国際的位置づけ② Ｑ５．国際競争力確保に関する主要因子

欧州 技術 実施方策等ご提案

University of
Regensburg 
Prof.
Dr. F. J. Giessibl
グループ

水晶振動子AFM 研究開発資金援助、
人材育成、基礎研究、
異分野融合

予算の集中投資、博士研究員・博士学生への給料付与

マックスプラン
ク研究所、スイ
ス連邦工科大学

赤外近接場光学顕微
鏡、低温近接場光学
顕微鏡

研究開発資金援助、
人材育成、基礎研究、
異分野融合

根気の必要な基礎研究のためには、少額でよいので長期継続的な資金援助が必要であ
る。研究評価の多様化や異分野からのニーズ発掘などによるモチベーションの向上も
必須である。

U n i v e r s i t y  o f  
Rouen

Laser Assisted Wide 
Angle Tomographic 
Atom Probe

研究開発資金援助、
人材育成、異分野融合、
シーズとニーズの交流

これまで組織化されなかったアトムプローブ分析従事者の学会活動を通しての横の繋
がりの強化、他の分析手法の研究者との交流

CEOS社、 収差補正ユニットの
開発。

施策（税制、調達）、
研究開発資金援助、
人材育成、国際連携、
異分野融合

（施策、研究開発資金援助）先端計測技術開発は、産業としてはベンチャー企業規模が
重要かと思います。投資リスクが大きくてもベンチャー企業を支援できる税制や研究開
発資金援助の仕組みが必要かと思います。
（人材育成、異分野融合）産学官やそれぞれの研究部門での壁を越えた、個人レベルで
の研究者間の連携が少なすぎるように感じます。ネット社会が発展する中で、壁を越え
た研究者間の交流や共同研究が増えるような制度作り、環境作りも必要かと考えます。

英国：Tera View 医薬医療／バイオテ
クノロジ関連技術

研究開発資金援助、
人材育成、基礎研究、
シーズとニーズの交流

研究開発資金援助、
国際連携、基礎研究

テラヘルツ波開発の基礎研究に関しては、国際連携研究が必要

Bruker社 ラマン分光、テラヘ
ルツ分光

施策（税制、調達）、人材育成、
異分野融合、シーズとニーズの交
流、その他１（細分化・高度化し
かつ増大するデータをキーパース
ンが即断できるデータ翻訳機能）、
その他２（ものづくりの実環境に
近い雰囲気とエネルギー投射ので
きる「試料室環境制御技術」）、そ
の他３（知的財産権確保への動的
計測法の活用促進）

１． 次世代がモノとキャッチボールしながらナノレベルからの声と対話できる「動的計測」の開発
により次世代の感性を育み、ナノからマクロまでを俯瞰できる科学人材を育成する（人材育成）

２． 開発資源が集中するバイオ計測技術を最終目標とせず、これをシーズ源としてナノプロセシン
グの動的計測技術開発に向けて先行着手する必要がある（異分野融合の意識的促進）

３． 研究ないし製造現場プロセスのリアルタイム計測機器の開発により、産業界に暗示知化してい
るニーズを科学的に解明して形式知とし、学術的研究資源を集中する（ニーズとシーズの交流）

４． 細分化し高度化するデータを、現場の感性や企業トップの判断に繋ぐ技術が必須である。欧米
ではスペクトルから「多変量解析」で新現象の発見や活用に役立てる活動が日常化している

５． 動的計測により、従来表現できなかったプロセスの機序が明確になり、新たなプロセス特許と
して知的財産確保への道を開く施策が望まれる　

ﾏｯｸｽﾌﾟﾗﾝｸ研 Ｘ線検出器 人材育成、基礎研究、
その他（公定方、標準化）

ポスドクの流動化
公定法などの高い目標設定

マドリード･アウ
トノマ大学

広立体角スペクトロ
メーター

研究開発資金援助、
基礎研究、異分野融合

真に革新的な技術は基礎研究なしには生まれない。プロジェクト研究への集中投資と
ともに、短期的な成果にはつながらない研究への幅広い研究費の配分も必要である。

Ion Tof社
（ドイツ）

現在世界をリード 研究開発資金援助、
人材育成、国際連携、
基礎研究、異分野融合

Uppsala Univer-
sity,
ETH, Frankfurt 
Universityなど．

電子捕獲／移動解離，
MALDIイオン化，オー
ビトラップなど

研究開発資金援助、
人材育成、
基礎研究、
異分野融合

質量分析関係では，近年多くの大型予算等が配分されているが，純粋な基礎研究や装置開発
関係への配分より，応用研究への配分がかなりのウェイトを占めている．国内メーカーの力
不足もあり，結果的に，海外のメーカーの装置を大量に導入することになり，ますます国内
の基礎研究や装置開発能力は下降していっている．国内にも，阪大などで独創的な技術開発
がなされているが，装置開発や基礎研究を行っている大学の研究室がこの10年ほどでどんど
んなくなっており，人材不足は大きな問題になっている．

ブルカー、
パナリティカル

2Dのワイヤー検出器
X線用CCD検出器
ピクセル検出器
1次元高速検出器
（イクセレレーター）

人材育成、
国際連携、
基礎研究

X線の高効率、高分解能の2次元検出器の開発：市場は小さい。開発には人材の長時間投入が
必要で、開発されたとしてもコスト高になり勝ちで、普及は容易に見込めない。大学、研究
機関の基礎研究に期待したいが、研究成果は即出てこないのと、成果はインパクトが少ない
ので、研究者はこの基礎問題に興味を示さない。成果を即期待するような研究開発資金援助
には頼れない所がある。考えられるのは国際連携の共同開発である。国際共同開発研究に資
金援助が利用できれば＋になろう。

シーズとニーズの交流

Vrije University 
Brussel
（ベルギー）

The Kinetic Plot
 Method

施策（税制、調達）、
研究開発資金援助、
人材育成、基礎研究

イノベーションファクター実現に向けた産官学による基礎研究の協同

研究開発資金援助、
基礎研究、異分野融合

基礎開発研究資金の投資と異分野融合を有機的に組織化による開発推進を積極的に推
進する必要がある。化学、IT、ナノテク、バイオを融合した新研究領域の開発体制構
築が必要。

ﾏｯｸｽﾌﾟﾗﾝｸ研 シミュレーションに基
づくμデバイス作製

研究開発資金援助、
人材育成、基礎研究、
異分野融合

基礎研究への資金援助／異分野の技術融合に対応できる人材の育成。

日 本 のPascal Co
によるレーザー
MBEを世界のトッ
プとすると、オラ
ンダのTwente大の
技術もかなり優れ
ている。

研究開発資金援助、
人材育成、基礎研究

機能酸化物薄膜における酸素欠損の定量化　（しかも空間マッピングしながら）を可
能にするには、全くの新しい技術が必要であり、基礎研究に人材および資金の投資を
することが一番効果的と考える。

インペリアルカ
レッジ

マイクロリアクター
を使ったインテリ
ジェントナノ粒子開
発プロセス

研究開発資金援助、
異分野融合
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Q６．　「科学シーズと産業ニーズをつなぐ先端計測」の課題設定について その他自由コメント

賛同する 交流の場の設定、交流への資金援助、応用展開への資金援助、原子操作技術のナノ材
料・ナノデバイス・分子組立応用への基礎研究

計測は　科学と技術の掛橋＝学問と現場の橋渡し役
純粋な各論と複雑な総論との翻訳科学である。いわ
ば科学と人間の感性とのハーモニーを奏でる仕事で
ある。

日本には、この対話が双方向でない、欧米に比べ産
官学の協働体制の弱さの課題がある日本の財産は産
業現場の持つナノ感覚であると確信している。科学
万能の神話から多発する事故で人間が自信を失いつ
つある今、現場の感性豊かな人間にこの自信をつけ
させるために科学を方向付けられないだろうか？

１ ．基盤技産業の強化・差別化をもたらす計測技術
改革の課題プロセスをエネルギーロスの無いばら
つきを究極に抑えるモノづくりへの寄与が必須。
　 　塗布型有機半導体の実現には、ナノレベルの挙
動をミリ秒以下の単位で把握しこれを制御する勘
所をつかむ計測技術開発が必要

２ ．先端産業の強化・拡張の牽引力になる計測原理
の実体化（プロトタイプ）未知のナノ現象を研究
者の感性に直感的に繋ぐ動的挙動計測技術が必要
であり、研究者の意図のままにエネルギーを投射
でき、その応答をリアルタイムに把握する手応え
感に繋がる動的計測技術と、短時間に膨大なデー
タが排出される中から意味のあるデータのみを抽
出して把握するための、時間軸での微妙な変化を
抽出する高速リアルタイム解析ための、アルゴリ
ズムとシステム開発が必要。

３ ．先駆性・国際戦略性の高井計測―全く新しい産
業分野を生む可能性を有する領域への先行投資（萌
芽的課題）
　 　ものづくりに資する分析機器は、素材産業は
赤外・質量分析・NMRであり、加工産業は赤外、
SEM、XPSを応用してきた歴史がある。今後は世界
的に、ナノバイオ・医療中心にナノからマクロま
での一貫した挙動追跡のための計測機器の開発投
資が進むと考えられる。
　 　ここで、時間分解能を生体レベルの挙動追跡に
留めず３桁進めてナノ秒レベルの計測技術を開発
しこれを、塗布型有機ELや有機半導体、有機光学
膜などの高機能の材料とプロセシングを駆使した、
真似の出来ないものづくりへの転用を先行して進
めるべきだと考える。

　 　共通して必要なのは未知の世界の情報を人間が
直感的に把握できるトランスレーションだと考え
る。光で見るのは外形、音を聴くのは内部を知り
たいとき・・・ナノに於いてはナノ電顕で外形と
内部骨格を見る。
　 　ナノからマクロまでの状態変化をトータルに把
握できる「ラマンは光の聴診器」である。

　 　先行着手すべき課題は、分析機器環境を新しい
ナノ現象を起こし観察するミニラボ化して、ナノ
現象を直感的に人の感性に繋ぐための計測・解析
システムを創成し、その中で「見る」「知る」「操る」
遊びを通して目ざとく宝物を発見する喜びを動機
付け、次世代人材の眼・耳・感性を高めるような、
機器開発の方向付けと意識的な次世代育成施策が
緊要と考える。
　 　ここに、産官学の協力体制が集中すべきではな
いか。

以　上

賛同する プローブ計測における再現性向上への努力

どちらとも
いえない

産業界から見ると、先端計測そのものに特効薬的な戦略性があるので、基礎から応用
という流れでよいかどうか疑問です。ニーズを持つ人々が、基礎研究成果を発表する
場に容易に集まれるようなワークショップを企画することは良いかもしれません。

賛同する

賛同する テラヘル波開発は医学、テロ対策、情報通信分野の応用につながっているので、
Translation Researchが是非必要

賛同する 個性豊かな名のﾚﾍﾞﾙの材料挙動に任意のｲﾝﾊﾟｸﾄを与えたときのﾏｸﾛの立体組織化・機能化に
どのように反映するかの、時間軸解析（四次元解析）の流れに各種の計測機器を、時間軸空
間軸に整合させて総合解析できる仕組みの創出が望まれる。このようにするとﾅﾉﾚﾍﾞﾙの研究
ｼｰｽﾞとﾏｸﾛ機能のﾆｰｽﾞとが一望の下に把握できるようになる。医師が、額帯鏡で顔色を見て
（光）、内部の機能変化を聴診器で聴き（音）、打診して見えない内部の状態を把握する（手
応え感）などして、人間の感性を総合して知識や経験則と照合して判断、治療する人間本来
の持つ仕組みを、計測技術に繋げて、人間の感性をより高感度に、広く、精度良く活き活き
としたものに発展させていくことができないだろうか。究極の目的は、非定常現象を多変量
解析的な見方で時間軸上の変化として捉えるような解析手法でﾅﾉからの声を聴き、ものづく
りの勘所を人間の感性に訴えて、予測し制御することである。

どちらとも
いえない

賛同する

賛同する テラヘルツ顕微分光法、　実用レベルの近接場分光装置、高分解能TEM-EELS

どちらとも
いえない

質量分析では，普通に行われていることと思われる．

どちらとも
いえない

（よく分からない）

どちらとも
いえない

どちらとも
いえない

液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰのマイクロチップ化を課題として、半導体製造産業、カラム/分離場
における物理化学的研究、分析機器の製品開発など複数分野の連携

賛同する ナノテクを産業化するための革新的試作・製造技術

どちらとも
いえない

賛同する “Translational Measurement Research” とするとやはり“基礎Measurement”
のTranslation“というよりは”Translational“についての”Measurement“ととら
れる可能性があります。

賛同する ナノテクの産業化に備えたオンサイト・オンディマンドのナノ材料（粒子）合成シス
テムの開発

※Q7-Q10の結果は記載せず
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Appendix 2: 事後アンケート
　本ワークショップ開催終了後、参加者の意見の再整理を目的として、以下の内容のアンケートを

行った。次項にアンケート結果を整理し、一覧表とした。

1．ご氏名：　
　

2．産業発展・国力強化のための計測･分析技術へのニーズ

　産業分野と具体的なニーズ、可能性の例を 1～ 3程度挙げ,できれば技術や社会的（規制）バリ

アについてコメントして下さい。また、産業界に所属されていない方も、アイディア／ご経験に基

づいたコメントをお願いします。

（例）　マイクロエレクトロニクス産業におけるナノスケール欠陥、プロセス解析

　

3．計測･分析側から見た産業応用（イノベーション）

（例１）　収差補正原子分解能TEM技術（素材産業など）

（例２）　THz技術の展開（安全管理、食品）

（例３）　量子コンピュータ関連技術と産業の組合せ

　

4．Serendipitousな計測、産業技術に関する自由な発想（思いつき）
　

5．その他、自由コメント（WSの感想、俯瞰軸の再設定、等）

　

以上ご協力ありがとうございました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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アンケート結果、とりまとめ概念図

事後アンケート結果を元に、産業ニーズと技術イノベーション課題を個々の計測原理セルに整理し

た。また、次ページに、アンケート結果を示す。
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 産
業
発
展
・
国
力
強
化
の
た
め
の
計
測
･分
析
技
術
へ
の
ニ
ー
ズ
（
産
業
別
）

Q
2.

 計
測
･分
析
側
か
ら
見
た
産
業
応
用

　
　
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
課
題

ｲﾉ
ﾍﾞ
ｰｼ
ｮﾝ
ｷｰ
ﾜｰ
ﾄﾞ

Q
3.

 S
e

re
n

d
ip

ito
u

sな
計
測
、
産
業
技
術
に
関
す
る
自
由
な
発
想

電 子 産 業 （ 半 導 体 ・ ス ピ ン ト ロ ニ ク ス デ バ イ ス 等 ）

ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
の

組
成
と
構
造
評
価

現
行
の
手
法
で
は
エ
ラ
ー
バ
ー
が
大
き
す
ぎ
て
使
え
な
い
。
ま
た
、
ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
ま
で
微
細
化
し
、
か
つ
短
時
間

で
組
成
分
析
が
で
き
る
よ
う
な
プ
ロ
ー
ブ
が
な
い
。

例
え
ば
強
力

X
線
を
ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
ま
で
集
光
で
き
れ
ば
可
能
性
あ
り
。
そ
の
際
の

X
線
漏
れ
と
被
爆
対
策
と
基
準
が

不
足
。

ナ
ノ
プ
ロ
ー
ブ
顕
微
鏡

（
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
分
野
）

ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
・

非
接
触

C
N

Tの
内
部
に

X
線
を
導
波
し
て
、
ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
の
集
光

X
線
を
実
現
す
る
。

C
N

Tの
周
り
を
ガ
ラ
ス
で
囲
い
、
そ
の
外
側
に
グ
ラ
フ
ァ
イ
ト
を
塗
布
す
る
こ
と
で

ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
の
マ
イ
ク
ロ
波
導
波
管
を
作
製
し
、
表
面
の
伝
導
率
や
抵
抗
値
の
計

測
を
ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル
か
つ
高
速
に
日
非
接
触
で
行
う
。

ﾅﾉ
ｽｹ
ｰﾙ
で
の
歪
・

欠
陥
の
解
析
・

評
価

数
十

n
m
レ
ベ
ル
で
の
歪
・
欠
陥
の
評
価

（
半
導
体
産
業
）・
・
・
ラ
マ
ン
近
接
場
技
術

病
気
の
早
期
発

見
・
診
断

高
感
度
微
量
元

素
分
析

同
時
迅
速
計
測

メ
タ
ボ
ミ
ク
ス

生
体
試
料
（
血
液
、
尿
、
組
織
他
）
の
高
感
度
の
微
量
元
素
分
析
（
同
時
迅
速
計
測
）

か
ら
、
病
気
の
早
期
発
見
・
診
断
が
で
き
な
い
か
？
　
メ
タ
ボ
ミ
ク
ス
！

SP
M
は
産
業
に
大
き
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
も
た
ら
し
た
分
析
法
で
あ
る
が
、
今
後
、

物
性
評
価
・
元
素
分
析
・
状
態
分
析
な
ど
の
技
術
革
新
で
、
産
業
に
更
な
る
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
を
も
た
ら
せ
な
い
か
？

半
導
体
ﾃﾞ
ﾊﾞ
ｲｽ
の
加
工
･前

処
理
を
簡
略
で
き
る
ﾅﾉ
ｽｹ
ｰﾙ

で
の
高
感
度
元
素
分
析
（
分

布
）

極
微
小
物
の
構
造
解
析
（
ｴﾚ
ｸﾄ
ﾛﾆ
ｸｽ
全
般
、
法
医
学
、

地
球
科
学
、
バ
イ
オ
、
・
・
）・
・
質
量
分
析
の
革
新

ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル

薄
膜
の
評
価

X
線
反
射
率
測
定
技
術
　
迅
速
測
定
、
解
析
技
術

迅
速

X
線
構
造
解
析
：
単
結
晶
搬
送
の
ロ
ボ
ッ
ト
化
の

技
術
　
更
に
は
タ
ン
パ
ク
質
結
晶
の
成
長
技
術

2次
元

X線
検
出
器

高
空
間
分
解
能

高
感
度

ﾀﾞ
ｲﾅ
ﾐｶ
ﾙﾚ
ﾝｼ
ﾞ

空
間
分
解
能
の
高
い
、
高
感
度
で
、
且
つ
ダ
イ
ナ
ミ
カ
ル
レ
ン
ジ
の
高
い
、
2次
元

X
線
検
出
器
の
開
発

導
電
性
材
料
か
ら
絶

縁
性
材
料
ま
で
電
気

伝
導
性
を
正
確
に
評

価
す
る
手
法

半
導
体
か
ら
絶
縁
性
基
板
に
は
電
極
材
料
に
よ
っ
て
特
性
が
影
響
を
け
る
。
感
度
は
電
気
計
測
並
に
正
確
で
も
っ
と

簡
便
か
つ
高
速
に
電
気
伝
導
性
の
評
価
手
法
の
ア
イ
デ
ア
が
必
要

未
来
メ
モ
リ
ー

原
子
レ
ベ
ル
書
き
込
み
・
読
み
出
し

溶
液
中
原
子
分
解
能

A
FM
（
製
薬
業
界
な
ど
）

未
来
材
料
・
素
子

原
子
レ
ベ
ル
分
析
・
評
価
と
原
子
か
ら
の
設
計
・
識
別
・
組
立

走
査
型
非
線
形
誘
電
率
顕
微
鏡
（
電
子
産
業
な
ど
）

A
FM
原
子
識
別
操
作
組
立
（
電
子
産
業
な
ど
）

半
導
体
・
ス
ピ
ン
ト
ロ
ニ
ク

ス
デ
バ
イ
ス
に
お
け
る
多
層

膜
に
お
け
る
原
子
拡
散
・
合

金
化

半
導
体
微
細
加
工
産

業
に
お
け
る
「
無
塵
室

中
で
の
微
粒
子
発
生

源
の
突
き
止
め
（
浮
遊

微
粒
子
に
つ
い
て
個

別
粒
子
ご
と
の
化
学

構
造
・
元
素
分
析
）」

微
細
加
工
半
導
体
の
歩
留
ま
り
を
今
以
上
に
向
上
さ
せ
る
た
め
に
は
、
室
内
空
気
中
に
浮
遊
す
る
微
小
粒
子
を
個
別

に
分
析
す
る
こ
と
が
必
須
に
な
る
と
予
測
さ
れ
ま
す
。
感
度
面
で
こ
れ
に
対
応
で
き
る
の
は

M
Sし
か
あ
り
ま
せ
ん
。

し
た
が
っ
て
、
試
料
導
入
部
、
イ
オ
ン
化
部
も
含
め
た

M
S装
置
全
体
の
小
型
化
・
可
搬
化
が
重
要
な
開
発
課
題
に
な

る
と
思
わ
れ
ま
す
。
産
業
現
場
の
意
見
を
聞
い
て
み
て
下
さ
い
。

遠
隔
計
測

常
時
計
測

生
体
情
報
の
遠
隔
・
常
時
計
測
と
送
信
シ
ス
テ
ム

/人
口
構
成
の
老
齢
化
に
伴
う
医
療

及
び
ケ
ア
負
担
が
今
後
の
社
会
の
大
き
な
課
題
で
あ
る
。
中
年
期
以
降
の
健
康
管
理

あ
る
い
は
未
病
の
把
握
が
大
切
で
あ
り
、
ま
た
医
療
機
関
に
出
向
か
ず
と
も
日
常
の

健
康
状
態
を
把
握
で
き
て
直
ち
に
医
療
機
関
に
電
送
で
き
る
よ
う
な
小
型
携
帯
機
器

が
こ
れ
か
ら
必
要
性
が
増
す
と
思
わ
れ
る
。
生
体
情
報
と
し
て
は
、
心
拍
数
、
呼
吸
音
、

血
圧
そ
の
他
の
非
侵
襲
的
な
測
定
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目
の
他
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個
人
レ
ベ
ル
で
計
測
可
能
な
医
療
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情
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ろ
う
か
と
思
わ
れ
る
。

電
気
製
品
の

有
害
元
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分
析

今
後

G
a

A
S半
導
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の
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止
さ
れ
る
可
能
性
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き
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て
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す
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超
微
量
元
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分
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技
術

X
線
レ
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ズ

低
温
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融
合

X
線
レ
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発
明
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温
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気
分
解
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で
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い
）
な
ど
常
識
で
は
不

可
能
と
さ
れ
て
き
た
技
術
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開
発
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素 材 （ ／ 構 造 物 ） 産 業

分
析
対
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目
的
成
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の
高

定
量
精
度
分
析

プ
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ナ
ノ
構
造
形
成
～
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に

至
る
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動
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で
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に
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す
る
動
的
計
測
、
及
び
複
雑
な

材
料
の
緩
和
挙
動
を
把
握
し
次
に
起
き
る
挙
動
の
場

所
と
時
間
を
予
測
・
制
御
す
る
た
め
の
、
②
動
的
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術
開
発
が
望
ま
れ
る
。

こ
の
開
発
は
、
広
く
も
の
づ
く
り
産
業
に
役
立
ち
機

能
部
材
ビ
ジ
ネ
ス
が
発
展
す
る
と
期
待
さ
れ
る
。

（
平
成
18
年
度
「
動
的
計
測
技
術
に
関
す
る
調
査
」
成
果
報
告
書
：

N
ED

O
＆

A
IS

T）

●
形
状
複
合
計
測
技
術
の
統
合
解
析

例
え
ば
形
状
観
察
で
も
光
学
顕
微
鏡
、
電
子
顕
微
鏡
、

操
作
プ
ロ
ー
ブ
顕
微
鏡
及
び
そ
の
光
学
系
や
動
作
原
理

の
異
な
る
形
状
分
布
像
が
あ
り
、
こ
の
階
層
的
な
意
味

付
け
と
そ
の
統
合
モ
デ
ル
の
構
築
を
望
む
。

ど
の
像
が
求
め
る
姿
な
の
か
？
専
門
家
の
い
な
い
産

業
現
場
で
は
直
感
的
に
光
学
像
と
捉
え
る
た
め
に
、
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
非
効
率
化
の
原
因
に
も
な
っ
て
い
る
。

光
学
像
、
電
子
像
、
近
接
場
像
な
ど
が
ひ
と
つ
の
連
続

モ
デ
ル
に
整
理
さ
れ
て
理
解
が
進
む
だ
け
で
、
意
味
解

釈
の
上
で
多
大
な
効
果
が
期
待
で
き
る
。

ナ
ノ
ス
ケ
ー
ル

で
遊
べ
る
ミ
ニ

ラ
ボ
空
間
（
ナ
ノ

ス
ケ
ー
ル
レ
ベ

ル
で
の
研
究
）

☆
次
世
代
が
ナ
ノ
で
遊
べ
る
ミ
ニ
ラ
ボ
空
間
☆

（
環
境
制
御
型
複
合
動
的
計
測
シ
ス
テ
ム
）

失
敗
知
の
積
み
重
ね
⇒
ミ
ニ
成
功
体
験
の
実
感
⇒
ナ
ノ
感
性
の
育
み

素
材
産
業
に
お
け
る

複
雑
組
織
認
識
下
で

の
元
素
分
析
感
度
の

一
桁
向
上

（
次
に
二
桁
向
上
）

元
素
戦
略
・
代
替
元
素
開
発
に
繋
が
る
元
素
同
定
技
術
視
点
：

TE
M
の
向
上
に
期
待

（
擬
似
）
実
環
境
下
で
の
反
応
解
析
技
術

（
TE

M
・

SE
M
・

X
線
・
中
性
子
線
・
・
・
）

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
レ

ン
ジ
の
2桁
向
上

エ
ラ
ー
，
ヒ
ュ
ー

マ
ン
エ
ラ
ー
発
見

計
測

・
 社
会
を
動
か
す
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ソ
フ
ト
の
エ
ラ
ー
，
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
を
発
見

す
る
た
め
の
計
測
技
術

 
・

 各
々
の
計
測
手
法
の
得
意
・
特
徴
と
す
る
測
定
領
域
の
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
レ
ン
ジ
を

2桁
向
上
さ
せ
る
．（
⇒
産
業
界
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が
変
わ
る
）：
そ
の
よ
う
な
能
力
裕

度
の
高
い
計
測
技
術
を
取
り
上
げ
る
．

搬
送
中
の
製
造
物
の

欠
陥
解
析
技
術

動
的
観
測
技
術
・
マ
ク
ロ
素
材
か
ら
の
ミ
ク
ロ
欠
陥
解
析
技
術

破
壊
直
前
の
種
々

音
速
現
象
の
可
視
化

技
術

鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
材
料
開

発
に
お
け
る
微
量
添
加
元

素
の
存
在
形
態

レ
ー
ザ
補
助
広
角
3次
元
ア
ト
ム
プ
ロ
ー
ブ

（
素
材
産
業
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
産
業
、

デ
ー
タ
ス
ト
レ
ー
ジ
産
業
）

原
子
レ
ベ
ル

元
素
同
定

H
R

EM
像
や

ST
M
像
な
ど
で
原
子
レ
ベ
ル
で
元
素
同
定
が
で
き
る
手
法
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セ
ッ
シ
ョ
ン
報
告

│

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
概
要

A
ppendix

創 薬 産 業

関
連
タ
ン
パ
ク
質
の

構
造
解
析
　

X
線
結
晶
構
造
解
析

高
強
度

ビ
ー
ム
源

ラ
ボ
ラ
ト
リ
ー
装
置
で
あ
り
な
が
ら
、
放
射
光
（

PF
）
に
匹
敵
す
る
ほ
ど
の
強
度
の

X
線
源
の
開
発

生
体
高
分
子

（
蛋
白
な
ど
）

反
応
ダ
イ
ナ
ミ
ク
ス

溶
液
中
高
速
・
高
分
解
能
そ
の
場
観
察

溶
液
中
高
速

A
FM
（
製
薬
業
界
な
ど
）

原
子
レ
ベ
ル
の

自
由
な
研
究

原
子
の
世
界
で
は
従
来
の
常
識
を
覆
す
現
象
の
発
見
が
多
い
。
例
え
ば
、

AF
M
に
よ
る
埋
ま
っ
た
異
種
原

子
の
室
温
で
の
交
換
現
象
（
異
種
原
子
交
換
型
原
子
操
作
）、
原
子
を
動
か
す
と
き
の
最
小
の
力
が
個
々
の

結
合
を
切
る
の
に
必
要
な
力
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
よ
り
非
常
に
小
さ
い
現
象
（
原
子
操
作
容
易
化
現
象
）
な
ど
。

こ
れ
ら
の
知
見
は
原
子
層
エ
ピ
タ
キ
シ
ー
な
ど
原
子
レ
ベ
ル
の
産
業
技
術
に
非
常
に
役
立
つ
可
能
性
が
あ

る
。
他
方
、
こ
の
よ
う
な
セ
レ
ン
デ
ィ
ピ
テ
ィ
ー
は
偶
然
見
つ
か
る
も
の
で
あ
り
、
原
子
レ
ベ
ル
の
自
由

な
研
究
の
積
み
重
ね
に
よ
る
セ
レ
ン
デ
ィ
ピ
テ
ィ
ー
的
知
見
の
マ
イ
ニ
ン
グ
（
発
掘
）
と
集
積
が
重
要

医
薬
品
の
工
程
管
理

（
劣
化
診
断
，

結
晶
多
形
の
判
定
）

TH
z技
術
の
展
開

薬
効
成
分
お
よ
び
不
純
物

の
多
検
体
高
速
高
分
離
高

選
択
性
分
析

マ
イ
ク
ロ
チ
ッ
プ
液
体
ク
ロ
マ
ト
グ
ラ
フ

（
ラ
イ
フ
分
野
）

多
様
化

（
駆
動
方
式
）

液
体
ク
ロ
マ
ト
グ
ラ
フ
駆
動
方
式
の
多
様
化
：
圧
力
駆
動
ま
た
は
電
気
的
駆
動
か
ら

せ
ん
断
力
駆
動
へ

医 療 産 業

光
ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｰ（
ﾗ
ﾏ
ﾝ）
を

用
い
た
、
非
侵
襲
生

体
計
測
（
胃
が
ん
、
肺

が
ん
等
の
早
期
発
見
、

･･
）

TO
F-

SI
M

Sの
空
間
分
解
能
・
感
度
の
向
上

（
ﾏｲ
ｸﾛ
ｴﾚ
ｸﾄ
ﾛﾆ
ｸｽ
全
般
、
バ
イ
オ
分
野
、
・
・
）

医
学
応
用
（
皮
膚
癌
の

審
査
，
火
傷
の
診
断
，

そ
の
他
の
皮
膚
疾
患

の
診
断
，
癌
な
ど
の
治

療
）

TH
z技
術
の
展
開

生
体
可
視
化

わ
が
国
で
生
ま
れ
た
ア
イ
デ
ア
を
生
か
し
て
コ
ン
パ
ク
ト
な

TH
z波
の
発
振
、
測
定
機
器
を
作
る
と
産
業
発
展
・
国

力
強
化
に
貢
献
で
き
る
と
信
じ
る
。

わ
が
国
で
は
じ
ま
り
米
国
と
の
共
同
で
開
発
さ
れ
た

TH
z技
術
は
急
速
に
進
歩
し
つ
つ
あ
り
、
当
初
　
実
用

化
ま
で
に
5年
か
ら
20
年
か
か
る
と
思
わ
れ
て
い
た

が
、
5年
以
内
と
い
う
可
能
性
も
で
て
き
た
。

新
原
理

TH
z発
信

わ
れ
わ
れ
が
研
究
し
て
い
る

TH
z技
術
は
、
高
温
超
伝
導
体
の
ジ
ョ
セ
フ
ソ
ン
　
プ
ラ

ズ
マ
の
周
波
数
が
幸
運
に
も
テ
ラ
ヘ
ル
ツ
領
域
に
あ
る
こ
と
を
使
っ
た
も
の
で
、
全

く
新
し
い
発
想
に
も
と
ず
く
も
の
で
あ
る
。

食 品 ・ バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー 産 業

各
種

-O
m

ic
sの

高
感
度
網
羅
的
分
析

（
プ
ロ
テ
オ
ミ
ク
ス
、

メ
タ
ボ
＊
他
）

食
品
中
の
有
害
成
分

分
析

酵
素
基
質
，
抗
原
抗
体

の
分
析
，
生
体
内
タ
ン

パ
ク
質
の
分
別
検
出
，

状
態
解
析

TH
z技
術
の
展
開

食
品
の
製
造
管
理

（
異
物
混
入
な
ど
）

TH
z技
術
の
展
開

環 境 産 業

土
壌
中
の
有
害
成
分

分
析

土
地
取
引
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
（
米
国
企
業
が
東
京
の
土
地
を
売
買
す
る
）
に
よ
っ
て
国
際
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
を
ど
こ
が

決
め
る
か
が
キ
ー
と
な
る

局
所
ナ
ノ
領
域
の
化
学
状
態
分
析
法

新
し
い
環
境
監
視
技
術

（
多
様
な
ガ
ス
の
検
出
）

TH
z技
術
の
展
開

環
境
（
土
壌
な
ど
）
可

視
化

わ
が
国
で
生
ま
れ
た
ア
イ
デ
ア
を
生
か
し
て
コ
ン
パ
ク
ト
な

TH
z波
の
発
振
、
測
定
機
器
を
作
る
と
産
業
発
展
・
国

力
強
化
に
貢
献
で
き
る
と
信
じ
る
。

わ
が
国
で
は
じ
ま
り
米
国
と
の
共
同
で
開
発
さ
れ
た

TH
z技
術
は
急
速
に
進
歩
し
つ
つ
あ
り
、
当
初
　
実
用

化
ま
で
に
5年
か
ら
20
年
か
か
る
と
思
わ
れ
て
い
た

が
、
5年
以
内
と
い
う
可
能
性
も
で
て
き
た
。

新
原
理

TH
z発
信

セ キ ュ リ テ ィ 産 業

微
量
物
質
等
の

可
視
化

わ
が
国
で
生
ま
れ
た
ア
イ
デ
ア
を
生
か
し
て
コ
ン
パ
ク
ト
な

TH
z波
の
発
振
、
測
定
機
器
を
作
る
と
産
業
発
展
・
国

力
強
化
に
貢
献
で
き
る
と
信
じ
る
。

わ
が
国
で
は
じ
ま
り
米
国
と
の
共
同
で
開
発
さ
れ
た

TH
z技
術
は
急
速
に
進
歩
し
つ
つ
あ
り
、
当
初
　
実
用

化
ま
で
に
5年
か
ら
20
年
か
か
る
と
思
わ
れ
て
い
た

が
、
5年
以
内
と
い
う
可
能
性
も
で
て
き
た
。

新
原
理

TH
z発
信

新
し
い
偽
造
防
止
技
術

（
ブ
ラ
ン
ド
品
，

有
価
証
券
な
ど
）

TH
z技
術
の
展
開

製 造 （ も の づ く り ） 産 業 （ 分 野 横 断 的 な プ ロ セ ス 管 理 ）

計
測
機
器
の
試
料
室

環
境
制
御
技
術
開
発

（
テ
ー
ブ
ル
テ
ス
ト

の
変
革
⇒
ミ
ニ
ラ
ボ

化
）

電
子
・
光
学
・
バ
イ
オ
・
医
療
部
材
中
心
に
要
求
性
能
は
高
度
化
し
、
生
産
現
場
で
も
ナ
ノ
レ
ベ
ル
か
ら
の
精
密
な

プ
ロ
セ
ス
制
御
の
必
要
性
に
直
面
し
て
い
る
。
高
度
な
研
究
成
果
を
迅
速
に
事
業
化
す
る
た
め
に
は
、
テ
ー
ブ
ル
テ

ス
ト
段
階
か
ら
生
産
現
場
と
同
様
の
環
境
を
再
現
し
て
プ
ロ
セ
ス
開
発
を
す
る
必
要
が
あ
る
。

す
な
わ
ち
実
験
段
階
か
ら
計
測
装
置
の
中
に
現
場
現
象
を
再
現
す
る
た
め
の
試
料
室
環
境
（
ミ
ニ
ラ
ボ
）
を
作
り
、

材
料
が
ナ
ノ
構
造
～
マ
ク
ロ
機
能
に
至
る
構
造
発
展
を
し
て
い
く
道
筋
を
動
的
に
計
測
し
な
が
ら
精
密
プ
ロ
セ
ス
技

術
開
発
を
行
う
技
術
開
発
が
ナ
ノ
テ
ク
の
早
期
実
用
化
に
向
け
て
強
く
求
め
ら
れ
る
。

●
TH

z技
術
の
展
開
（
プ
ロ
セ
ス
現
場
計
測
へ
の
応
用
）

長
距
離
の
相
関
が
発
生
す
る
過
程
は
、
も
の
づ
く
り
や

バ
イ
オ
の
領
域
で
も
大
き
な
意
味
を
持
つ
と
期
待
す
る
。

分
子
か
ら
構
造
解
析
ま
で
広
範
囲
に
カ
バ
ー
す
る
ラ
マ

ン
分
光
の
相
補
的
な
パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
、
長
距
離
相

関
が
発
生
す
る
過
程
を
時
間
軸
上
に
把
握
し
た
い
。

複
合
同
時
計
測
技
術

開
発

（
計
測
機
器
の
ミ
ニ
ラ
ボ

化
）

さ
ら
に
同
一
現
象
を
ナ
ノ
～
マ
ク
ロ
に
至
る
階
層
別
に
計
測
可
能
な
シ
ス
テ
ム
開
発
を
行
い
、
多
様
な
複
合
デ
ー
タ

を
時
間
軸
に
統
合
し
、
階
層
間
の
作
用
機
序
を
系
統
的
に
解
明
す
る
解
析
技
術
が
必
要
で
あ
る
。

研
究
開
発
段
階
か
ら
、
材
料
の
動
的
挙
動
を
把
握
で
き
る
計
測
環
境
を
構
築
す
れ
ば
、
現
場
へ
の
ス
ム
ー
ズ
な
移
行
・

事
業
化
が
図
れ
る
。

さ
ら
に
、
企
業
現
場
の
情
報
が
大
学
の
研
究
対
象
と
し
て
顕
在
化
で
き
る
の
で
、
産
学
連
携
の
新
た
な
パ
イ
プ
役
と

な
る
と
期
待
さ
れ
る
。

マ
ル
チ
計
測
デ
ー
タ

の
高
速
解
析
技
術
お

よ
び
表
現
方
法

高
密
度
デ
ー
タ
の
短
時
間
処
理
が
課
題
と
な
る
。
年
々
膨
大
化
し
て
い
く
大
量
の
デ
ー
タ
か
ら
目
的
に
役
立
つ
情
報

を
短
時
間
で
抽
出
す
る
解
析
技
術
（
人
工
知
能
的
）
を
開
発
し
、
専
門
家
以
外
で
も
的
確
な
判
断
が
出
来
る
表
現
法

の
開
発
が
望
ま
れ
る
。

具
体
的
に
は
、
①
複
数
の
計
測
機
器
か
ら
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
を
総
合
し
て
、
②
意
味
の
あ
る
デ
ー
タ
を
抽
出
し
、
③

こ
れ
を
科
学
的
に
解
析
し
て
現
象
の
主
要
因
を
見
出
し
、
④
キ
ー
パ
ー
ス
ン
に
伝
え
る
　
ス
テ
ッ
プ
か
ら
な
る
。

現
場
型
ナ
ノ
レ
ベ
ル

動
的
計
測
機
器
の

開
発

M
EM

Sな
ど
の
利
用
で
高
速
（
＜
ミ
リ
秒
）
で
堅
牢
度
の
高
い
イ
ン
ラ
イ
ン
計
測
器
が
開
発
さ
れ
れ
ば
、
ナ
ノ
の
高

速
現
象
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に
動
的
計
測
し
て
現
状
を
把
握
し
な
が
ら
マ
ク
ロ
機
能
へ
の
発
展
過
程
を
予
測
・
制
御
す

る
こ
と
が
可
能
に
な
り
、
ナ
ノ
テ
ク
を
駆
使
し
た
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
プ
ロ
セ
ス
が
実
現
す
る
。

こ
れ
ら
が
実
現
す
れ
ば
、
現
在
産
業
現
場
に
潜
ん
で
い
る
ナ
ノ
現
象
を
動
的
計
測
で
顕
在
化
で
き
、
大
学
へ
の
研
究

ニ
ー
ズ
発
信
が
可
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Appendix3: 講演資料

趣旨説明（鯉沼秀臣）

基調講演（二瓶好正）

S1-1. 電子顕微鏡（杉山昌章）

S1-2. 高速液体クロマトグラフィー（伊藤正人）

S1-3. XRD（原田仁平）

S1-4. 核磁気共鳴（本河光博）

S1-5. SPM（森田清三）

S1-6. 質量分析装置（豊田岐聡）

S2-1. 新しい原理によるTHzテクノロジー（安岡義純）

S2-2. 表面プラズモン利用分光（河田聡）

S2-3. イオンビーム計測（木村健二）

S2-4. 3次元アトムプローブ（宝野和博）

S2-5. 光熱分光（澤田嗣郎）

S2-6. Ｘ線分光（河合潤）

S3-1. ｼﾞｮｾﾌｿﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏによるTHz波発振の理論と実験（立木昌）

S3-2. 超伝導人工原子・ﾏｲｸﾛ波単-光子系の量子もつれ計測（仙場浩一）

S3-3. ホトニッククリスタル（PC)の応用利用（馬場俊彦）

S4-1. μケミストリーと一分子計測（北森武彦）

S4-2. ものづくりとリンクした複合計測（竹内一郎）

S4-3. アメリカの計測情報技術の最前線（竹内一郎）

S4-4. 話題提供（斉木敏治，石井哲也）

総合ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ （石田 英之）
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L. Ozyuzer et al., Science 318, 1291(2007)
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fig2.17 Thesis, Audrey Cottet
http://www-drecam.cea.fr/dream/spec/Pres/Quantro
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